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本稿は，1940年代の家計支出額について，初めて活用した 1942年の『家計調査』など太平洋戦争
期の資料を多く用い，欠損期を補間しつつ整理した．まず，家計支出額の名目値を都市家計・農家家

計別に補間・整理し，闇価格・闇ウエイトを勘案した実効物価を用いて実質値を試算した．都市家計

の実質値は，異なる想定のもとでも，1945年は 1940年比 3-4割の水準まで悪化した．農家家計の実
質値は，1943-46年に同 6-7割の水準で停滞した．次に，都市と農家の支出額を人口比で加重平均し，
既存統計の 1人当たり家計消費額と比べた．実質値では，試算値は 1944年には 1940年比 5割強の水
準まで低下し，既存統計（同 7割水準）を下回った．既存統計に無い 1945年値は 1940年比 5割弱から
5割強の水準となった．これらの値と，1874（明治 7）年までxった 1人当たり実質消費額を比較する
と，1945年の家計消費は太平洋戦争により明治前期である 1875-80年並みの水準まで低下したと考
えられる．
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1．はじめに

本稿は，1940年代の家計消費を適切に捉えるた

め，まず都市家計・農家家計の名目支出額を，補

間・整理したのち，実質化する．次に，都市と農家

の家計支出額を人口比で加重平均することで，わが

国全体の 1人当たり家計支出額を試算する．この試

算値を既存統計の個人消費支出と比較し，定量的な

評価を加える．

先行研究と比べた本稿の特徴は，これまで殆ど利

用されなかった 1942年の『家計調査』を，太平洋

戦争期の家計支出額の補間に初めて活用した点であ

る．試算した実質支出額は，太平洋戦争期の資料を

重視した当初想定下で 1945年値が 1940年比 5割弱

の水準，供給統計を重視した代替想定下で同 5割強

の水準となった．これら 1945年値の水準は，1874

年までxった既存統計と比べると，1875-80年並み

となった．

この補間は，次の観点から重要と考える．第 1に，

事実の整理である．1940年代の個人消費は，統計

不足やインフレで，不明な点が多い．戦中の個人消

費は，1945年は統計値が存在せず，1941-44年も精

度が低い．ゆえに，家計側のデータから再整理する

意義がある．第 2に，長期時系列を用いた定量評価

の余地が増すことである．1940年代は短期間で大

きな外部環境の変化が頻繁に生じた．統制経済の導

入，統制経済と闇経済の並存，4割と高い農家人口

比率など，現代と当時との違いも大きいものの，そ

れらを意識しつつ当時の資料から計数を試算するこ

とは，歴史分野だけでなく現代経済の研究や評価に

も役立つと考える．

本稿は以下の構成をとる．2節では先行研究およ

び本稿の推計で用いる資料を概観する．3 節では

1940年代の情勢を概観しつつ試算における課題を

検討する．4節では都市家計，5節では農家家計の

支出額を試算する．6節では都市・農家の支出額か

ら 1940年代の 1人当たり家計支出額を試算し，既

存統計と比較する．7節で結論を述べる．

2．先行研究および資料

本節では，1940年代の家計支出に関係する歴史

統計分野の研究，太平洋戦争期の資料を用いた研究，

本稿の推計で用いる資料を概観する．

2. 1 歴史統計分野の研究および資料

家計支出の主な既存統計として，国民所得統計の

家計消費支出がある．内閣府のホームページで，

1930年までのx及計数を載せた経済企画庁（1964）

が確認できる1）．推計方法を記した経済審議庁

（1954）によれば，家計消費支出は，主に都市・農家

家計の調査，都市・農家人口比，大蔵省（1947）の推

計，闇取引を捉えた森田物価指数に基づく2）．この
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うち，大蔵省（1947）は，1940-44年度の個人消費額

を「主として生産統計に基づきこれに在庫品，輸出，

輸入，軍需等を考慮し公定価格で評価（p. 193）」す

ることで推計している．同時に，「1942年度の民間

消費割合は 1940-41年度のそれより減少…1940-41

年度の推定消費額は幾分過小評価の危険がないとは

いえない（同 p. 193）」と留意点を記している．経済

審議庁（1954）も，「断片的な統計を…入手しえた限

りの資料によって統一的に補間改定（同 p. 4）」した

とx及計数を留保付きで示す．経済企画庁（1964），

pp. 148-149も，同じ計数を示しつつ，「今後物的面

よりの推計の完備をまってさらに検討を加える必

要」があるとする．これら経済審議庁（1954）の計数

は，最近の研究でも用いられている3）．

官庁統計以外の家計支出額としては，『長期経済

統計 6 個人消費支出』（篠原（1967））およびこれを

微修正した『長期経済統計 1 国民所得』（大川ほか

（1974））が著名である．篠原（1967）は，1874-1940

年の個人消費支出について，資料を品目別にxりつ

つ試算値を積上げている．他方，1941-45年につい

て，篠原（1967）は資料不足を指摘し，経済企画庁

（1964）や大蔵省（1947）推計の引用と簡単な比較を行

うに止めている．同じく，『長期経済統計 8 物価』

（大川ほか（1967），p. 63）も，価格資料が入手困難と

している．また，溝口・野島（1992，1993）は，1945

年の実質総生産を，個別品目の農業生産まできめ細

かく把握し推計している．他に，中村（1989）は，

1933-53年における主食・副食・織物・燃料など消

費財 23品目の供給量指数（原統計は農林省・商工省

等）を，1934-36年支出額ウエイトで加重平均し人

口指数で割ることで，1人当たり消費財供給量指数

を試算する4）．しかし，1940年代のわが国では，総

生産と家計支出は乖離していた可能性が高い．この

点に関連し，Saito（2017）は，1937-49年の国民所得

統計における支出と所得の乖離（GNP比で約 1割）

は闇市場での経済活動によると論じている．他に，

宇都宮（2009）は，篠原（1967）の個人消費推計を

1917-36年につき再検討しているものの，1940年代

は検討していない．

以上の先行研究をみると，太平洋戦争期の家計支

出は補間する余地がある．

2. 2 太平洋戦争期の資料を用いた研究

太平洋戦争期には，多くの資料が軍事機密として

共有されず，戦災に伴い焼失し，敗戦から占領軍進

駐までに処分された5）．こうした状況に対し，米国

戦略爆撃調査団（USSBS）は，諸資料の復元等によ

る統計整備を精力的に行った．同調査団は，戦略爆

撃の効果を総合的に判断するための米国大統領直属

の機関として，当初はドイツ，次いで日本について

調査を実施，108冊の報告書を作成した（米国戦略

爆撃調査団（1950）の序文，訳者前書き）．軍事関係

の報告書が多い中，戦略爆撃の経済的影響を概観し

た報告書 No. 53（USSBS（1946））は，わが国経済を

包括的に分析しつつ，経済統計を整備している．ま

た，生活水準と労働力の報告書 No. 42（USSBS

（1947a））は，より多くの家計支出関連計数を含む．

いずれも有用な一次史料である．さらに，有識者と

して USSBS に参加した Cohen（1949）も，USSBS

の一員として接した資料や面談情報に基づき，太平

洋戦争期の国民生活の悪化を指摘する6）．

また，戦時経済に関する諸研究も，太平洋戦争期

の資料を用いている．戦時経済の研究は多数あるな

か，大石編（1994）は，1937-50年頃のわが国経済を，

主な産業や国民生活について分析している7）．これ

らからも，主な費目の需給，家計が面した統制など，

当時の情報が得られる．資料不足の中でも，先行研

究を踏まえつつ既存資料を再検討することで，1940

年代の家計支出を補間する余地がある．本稿は，こ

れらも必要に応じ用いる．

2. 3 本稿が主に用いる資料

本稿が主に用いる資料として，家計調査，物価統

計，人口統計をみる．

2. 3. 1 都市家計調査

都市部の『家計調査』は，戦前は低所得層（主に

月収 100円未満・実際の標本は月収 140円未満まで

含む）の生活維持に必要な費用の把握を主な目的に，

1941年分（前年 9月-当年 8月）まで実施された（総

理府統計局（1984），p. 470）8）．しかし，1941年夏，

内閣統計局は，戦時体制下での「国民生活の安定」

や「消費生活の合理化，戦時割当制」（総理府統計局

（1984），pp. 360-364）のための基礎資料として，

1942年分（前年 10月〜当年 9月）の家計調査を行っ

た．調査目的は，総力戦遂行に当たり国民生活を切

り詰める余地を全階層について見出すための基礎資

料取得とされ，集計結果はごく一部を除き非公表と

された9）．のち，1943-45年分の調査は戦局悪化等

で中止された．戦後は，消費者物価指数（CPI）作成

290 経 済 研 究



のため開始された「消費者価格調査」で，全国の都

市家計約 5,000先が無作為抽出され，1946年 8月か

ら各品目の購入価格・数量・支出額が集計された．

同調査は，1950年に消費実態調査，1953年に『家

計調査』と発展した．

都市部の『家計調査』は，戦前と戦後で，対象階

層や標本抽出方法が異なる10）．例えば，戦前は有意

抽出（実施者が母集団を良く代表すると考える標本

を選定），戦後は無作為抽出である．しかし，戦

前・戦後で主要費目（食料・被服・住居・光熱・雑

費）11）は同一であるほか，同一費目と内訳品目の戦

前・戦後ウエイトも総理府統計局により比較可能な

形で開示されている．ゆえに，都市家計調査の

1942-45年分の欠損値を同時代の資料を用い補えば，

戦前・戦中・戦後で整合的に 1940年代の家計支出

を捉えることができる．

こうした中，本稿は，内閣統計局に集計後非公表

とされ，これまでほとんど利用されなかった 1942

年分の『家計調査』を，日本銀行が共有・分析した

資料を，日本銀行の歴史的公文から発掘した（日本

銀行アーカイブ（1944））．この計数は，国立公文書

館にある家計調査の原集計表（国立公文書館（1944a，

1944b））とも一致しており，内容は真正である12）．

1942年『家計調査』は 1941年までの調査と異な

り対象を中・高所得層も含めた約 3,700世帯に拡充

し，かつ引き続き全国各地の都市の標本を含むため，

有意抽出でも標本の代表性は高いと考えられる13）．

1942 年の調査は，各所得階層から標本を集めた

1946年以降の調査と，概念上つながる．

2. 3. 2 農家経済調査

農家家計の調査としては，農家の経営実態把握を

目的としたサーベイ調査である『農家経済調査』の

家計費の項目が利用できる．同調査は，1948年ま

で標本は有意抽出で，標本数も少なく（数百先），耕

作規模の面で偏りがあるなどの欠点をもつ14）．他方，

1940年代を通じて利用可能，標本は全府県から抽

出，標本の規模別の偏りは別途補正可能，などの利

点もある．経済審議庁も国民総支出の推計に同調査

を用いている．これらに鑑み，本稿も同調査を用い

る15）．ただし，調査改定による不連続は別途調整す

る（5. 1. 1節で後述）．

2. 3. 3 都市家計の物価

次に，都市家計で利用可能な物価をみる（オンラ

イン図 1）．まず CPIは，1946年 8月以降現在まで

存在する．1938 年以前の値は，総理府統計局

（1956）や大川ほか（1967）が戦後の値と整合的にx及

する．また，1946-50年は，配給・闇価格での取引

量・単価・取引額が調査され，公定価格・闇価格双

方を各購入量ウエイトで加重平均した「実効物価」

が算出されている16）．

CPIがない 1939-45年には，公定価格に基づく，

内閣生計費指数，東京小売物価指数が存在する．内

閣生計費は，内閣統計局が小売業者等から入手した

156 品目の価格を支出額で加重平均した指数17）．

「闇価格が大きな比重を占める前の 1937-42年頃ま

では意義があった」（総理府統計局（1956），p. 7）とさ

れる．東京小売物価は，小売業者の販売価格の動向

把握を目的に，日本銀行が作成した18）．

闇価格については，戦中は USSBS（1946）が 1943

年 12月から 1945年 11月までの消費財闇価格を収

録する19）．戦後は，日本銀行が 1945年 9月以降統

計として作成した，消費財闇価格がある20）．闇価格

は 1950年頃には公定価格に収束したとされる（大蔵

省（1980），pp. 584-589）．戦中・戦後で利用可能な

闇価格は，25品目ある．戦前・戦後の CPIと戦中

の闇価格・公価は，品目で 2割，戦前・戦後の支出

額ウエイトで 4-5割重なる21）．他方，戦中に闇価格

が家計取引でどの程度のウエイトを占めていたかは，

明らかではない．

他に，戦時の間接的な実効物価として，森田物

価22）（小売取引）がある．小売森田物価は，小売取引

が現金決済に基づく，闇取引を含む実効物価が銀行

券流通高・同流通速度・商品取引量に比例する，と

仮定し試算されている23）．しかし，闇価格の実測値

は用いられていない．森田（1963）は，指数を「実際

物価の水準を必ずしも誇張していない」と評価しつ

つ，「推計の信頼度からみて，年々の騰貴率を額面

どおり取るのは危険」と留保している．こうした中，

森田指数は USSBS（1946），経済審議庁（1954），

Saito（2017）などで広く用いられている．

2. 3. 4 農家家計の物価

次に，農家家計の物価をみる（オンライン図 2）．

まず，本稿が「農家 CPI」と称する農林省（1950b）

がある．農家 CPIは農家家計の 109品目（および農

産物・農業用品の品目）について，1949年と 1934-

36 年につき，公価・闇価格，現物・現金支出額か

ら実効物価を算出している．1934-36 年比でみた
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1949年値しか無いものの，1940年代の農家家計で，

費目・品目別に細かく利用できる唯一の実効物価で

ある．

農家 CPIが無い 1937-48年には，2つの物価が利

用可能である．まず農村物価は，1937-48年に，農

産物・農業用資材・家計用品各 80品目について，

当時の業界団体により月次で調査された．調査価格

には，政府が定めた公定価格や業者間で定めた協定

価格等が強く反映された．農村闇価格は，1943年 7

月〜1947年 12月に，農産物・農業用品・家計用品

（各 30品目）について，同じく業界団体により調査

された．両者の推移をみると（オンライン図 2），

1945-47年の農村物価上昇は農村闇価格に比べ遅行

している．本稿では後の分析で農村物価を農家が面

する公定価格として扱い，農村闇価格と対比させて

用いる24）．農家 CPI と，農村闇価格・公価（52 品

目）は，戦前・戦後では品目数およびウエイトで約

5割重なる25）．他方，戦中の闇取引のウエイトは不

明である．

2. 3. 5 人口統計

1940年代の内地人口（オンライン表 1）は年次で利

用でき，戦災や引揚げに伴う人口変化も含まれる26）．

また，市区部・町村別，および農家の人口も，概ね

把握できる．当時の日本では，農家人口が総人口の

4割強を占めており，1人あたり家計支出は農家の

影響をかなり受けることがわかる．

3．当時の情勢および試算における課題

本節では 1940年代の情勢について概観した後，

闇取引が一般化した時期など，試算における課題に

ついて考える．

3. 1 1940 年代の情勢変化と主な統制

1940年代には，情勢の変化に応じて家計にかか

る統制も変化した（表 1）．1937年央に日中戦争が始

まると，軍需生産増加・民需抑制（最低限の生活必

需品は維持）のため戦時統制が整備された．軍需増

加は消費財不足や一時的な闇取引発生として家計へ

影響しはじめた．もっとも，統制強化・配給制度整

備および国民の受忍により人心の動揺は抑制され，

内地の国民生活は一応の安定を保った27）．1941年

末の太平洋戦争の開戦後は，緒戦勝利のため，1942

年中も内地の生活は一応の安定を保った．しかし，

1943年以降，米国の強力な反攻により制海権が弱

まり海上輸送に支障が生じると，内地で供給不足が

拡大した．闇取引は一般化し，増産を促すため統制

下の価格上昇が容認された．1945年に空襲が激化

すると，国内物流も困難となり，統制は有名無実化

した．敗戦後，1945年中は占領下での貿易停止と

生活物資の統制が続いた28）．こうした中，1945年

中は終戦前後で国民生活の水準は大きく変わらなか

ったと推測される29）．1946年以降は，復興のため

戦後統制が整備され，輸入も再開された．戦後統制

は 1950年頃まで続いた．
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表 1．1940年代の情勢と家計にかかる主な統制

年 情勢 家計にかかる主な統制

1937-38 377月 盧溝橋事件（日中戦争開戦）
384月 国家総動員法（価格統制の根拠）

388月 経済警察発足

1939 9月 第二次大戦開戦 10月 価格等統制令（918水準に据置き）

1940-41
内地は一応安定，闇取引は軍需や贅沢品

4112月 太平洋戦争開戦
413月 米穀配給通帳制

1942 緒戦勝利の安定 421月 繊維製品配給制

1943
初：ガダルカナル撤退，秋：米空戦力強

化⇒制海権弱⇒輸入減⇒闇取引一般化

434月 緊急物価対策要綱

（生産増強のため価格上昇を容認）

1944

7月サイパン陥落，10月レイテ沖海戦

⇒制海権喪失⇒輸入難⇒郊外買出し増

11月- 本土空襲本格化

軍需会社が公定価格を無視した調達

⇒闇取引拡大，闇価格急騰

1945
空襲激化⇒国内物流が困難化

敗戦後，政府の臨時支出増，インフレ

統制は有名無実化（配給は主食程度）

敗戦後，占領軍も統制（飢餓防止の配給）

1946-48
インフレ高進

（傾斜生産方式で生産は回復）

463，477，487月 公定価格の引上げ

戦後統制整備（傾斜生産方式等）

1949-51
49春 ドッジライン

インフレ収束
配給整理，公定価格廃止

資料） 大石編（1994），安藤（1987），大蔵省（1980, 1957, 1951），中村（1974），森田（1963），東洋経済新

報社（1954）など．



こうした 1940年代の時期区分については，本稿

は主な先行研究に沿って年ごとに行う30）．

3. 2 当時の物価統計に関する課題

1940年代の物価統計が有した課題のひとつは，

闇取引の違法性から，平時と同様の価格調査は不可

能だったことである．例えば，白塚（1998），pp.

152-154が指摘するように，正確な価格情報を得る

ためには，本来，並行販売された財貨の品質差の調

査や適切な価格調査先が必要である．もっとも，こ

れらの情報は戦中の闇価格調査では入手困難であり，

戦中の消費財闇価格および農村闇価格は価格調査標

本の単純平均値を品目の闇価格としている31）．この

方法は，現代の観点からは最善ではない32）．しかし，

当時の資料が単純平均を用いていることは，当時の

統計作成者が単純平均でも相応に実態を表すと考え，

かつ占領軍を含め関係者が受け入れていたことを示

す．ゆえに，本稿では，当時の資料が掲載する品目

価格（調査標本の単純平均）を用いる．

もうひとつの課題は，調査対象商品の品質劣化で

ある．中村・溝口編（1994），p. 84 の翻刻資料は，

バケツ・靴など 5品目を挙げ，修理せずに使用でき

る期間は 1937-43年で 13-112に短くなったとし

ている．買換え支出額増加を単純に値上げとみなす

と，年率換算で 2-5割となる．しかし，戦中の個別

の品目価格の値上がり（年率で数割-数倍）より相対

的に小さい．また，修理による使用期間延長も可能

だった．ゆえに，本稿では品質劣化の調整も行わな

い．

当時の物価統計について，本稿がより大きいと考

える課題は，配給などの公定価格取引と闇取引とが

並存した中で，1945年以前の公価・闇価格の取引

量がそれぞれどの程度だったか，ウエイトが分から

ない点である．例えば，1946-50年の CPIでは，市

区部の数千先の家計に対する品目別購入金額・購入

量調査に基づき公価・闇価格取引が適切に勘案され

ている33）．他方，1945 年以前は，一部の闇価格を

資料から発掘できるとはいえ，闇取引が公定価格取

引に比べていつ頃どの程度大きかったか，よくわか

らない．このため，闇取引が一般化した時期，闇取

引・公価取引のウエイト，および総購入量の想定に

ついて，歴史資料の叙述を検討する．

3. 3 家計闇取引が一般化した時期

闇取引が一般化した時期について，多くの研究や

資料が 1943年頃としているように伺われる．例え

ば，前出の総理府統計局（1956），p. 7は「闇価格が

大きな比重を占める前の 1937-42年頃」と記す．ま

た，全国農業会（1948），pp. 9-10は「農村闇物価の

形成は 1942年末に始まり，…砂糖，燐寸，綿製品

等に限られていた．然しながら 1943年上半期には，

農家購入品の大部分に…闇価格が形成せられ」たと

する．Cohen（1949），p. 384 も「闇市場は 1942 年

にはまだ拡がっていなかった」とする．これらは，

1942年まで，闇価格は一般的でなかったことを示

唆する34）．大蔵省（1957），p. 357 も「前期中（1939

年 10月〜1943年 3月）の闇取引が，むしろ偶然的

な性格を帯びていたのに対して，この時期（1943年

4月以降）の闇取引は…必然的な性格を帯びてきた」

とする．加えて，森田（1963），p. 90も，「開戦から

1942年末までの約 1ヵ年…緒戦の成功は経済の行詰

りを打開しインフレの進行を一時中断」したとする．

他方，戦時統制が整備された 1938年から 1942年ま

でに生じた闇取引については，軍事関係取引，富裕

層の贅沢品購入の闇取引が主だったと考えられる35）．

当時の資料をできる限りみた範囲では，一般国民

の家計支出における闇取引は，1943年以後は一般

的だった一方，1942年以前は一般国民の家計支出

額にほとんど影響を与えなかったと考えられる．そ

こで，本稿は，まず，1943 年から小売闇取引が一

般化したと想定する36）．併せて，代替的に，闇取引

が 1941-42年でも一般化していたと想定する．想定

は 3. 5節で後述する．

3. 4 当時の購入量に関する課題

本稿は，家計の購入量指数を，主に USSBS報告

書や Cohen（1949）から得る．これら太平洋戦争期

の計数は，戦後との連続性が乏しいことは，現代と

比べる際に留意が必要である．太平洋戦争期に官庁

や関連団体が区々に作成した統計は，軍事機密扱い

され，官庁間でも殆ど共有されなかった．このため，

敗戦後，占領軍側のデータ徴求に対してわが国側が

提出した際も，各統計間での整合性確認が不十分だ

った可能性が高い．例えば，USSBSの資料におい

て，1946年のデータと不連続性にみえるほど 1945

年の購入量が大幅に低下しているのは，統計作成時

の不備のためで，実際の消費減少はより緩やかだっ

たかもしれない．逆に，より厳しかったかもしれな

い．こうしたなか，太平洋戦争期の資料は少なく，

USSBS報告書への批判は容易でない．
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そこで，代替的に，戦前・戦中・戦後をカバーす

る供給統計を用いた中村（1989）に沿って考える．中

村（1989）が用いた 23品目の供給統計は，戦中期を

含めて連続する長期時系列統計であり，1945年の

低下幅は USSBSの資料に比べ小さい．ただ，戦中

期の供給統計は，生産量から輸出入や軍需を除き，

一般国民向け供給量を算出している．軍事物資の民

間への横流し・民間向け物資の軍による闇調達など

が頻発した時期は，供給統計でも計数の精度には留

意が必要である．

例えば，農林省「作物統計」は，わが国のコメ収

穫量が 1943年秋は 943万トン，1944年秋は 878万

トン，1945年秋は前年比 3割減の 587万トンとす

る（1946年秋は 921万トン）．前年秋の収穫が当年

の供給になるなか，1946年の供給量は統計では前

年対比 291万トン不足（需要見込み対比では 450万

トン不足）とされた．しかし，1945年秋の政府は，

農家の申告に基づく収穫量の真偽を確認できなかっ

た．吉田茂元首相の回顧録（吉田（1967））によれば，

敗戦直後の 1945年秋は，コメ収量の捕捉は難しく，

「供出の強制力等弱体化し」，「隠匿米をほじくりだ

すこと…も実力には乏し」（pp. 87・89）い状況だっ

た．それでも，政府は 1945年の食糧危機を「陸海

軍の貯蔵物資の放出」（p. 86），1946年の危機を 7-8

月の「50万トン強の英豪軍所有米の放出」，9月以

降の「輸入食糧（70万トン）の放出」（p. 87），計 120

万トン強の供給増で，いずれも乗り切った37）．この

例は一事例に過ぎないものの，一部の供給統計が実

態と乖離していた可能性を示す．

3. 5 当初想定と代替想定

太平洋戦争期の情勢変化と資料の特性を考えつつ，

想定を検討する．

まず，太平洋戦争期の資料をなるべく直接用いる

「当初想定」を考える．当初想定では，闇取引につ

いて前記 3. 3 節に基づき 1942 年までは例外的で

1943年以降に一般化したと考える．また，購入量

の推移は，USSBSによる資料が太平洋戦争期の資

料の中で最善と考え，1942-45年の主食や副食の支

出量の変化の想定にあたって主に用いる．反面，

1945年値が低め推計となる可能性が高い．

この当初想定と別に，「代替想定」を考える．代

替想定では，闇取引について小売森田物価に従い

1941-42年でも一般的だったと想定する．小売森田

物価指数（総平均のみ）の前年比分（1941年+17％，

1942年+30％）だけ，内閣生計費指数の各費目指数

を上方修正する．また，総購入量については 1942-

45年における主食・副食・光熱・被服の推移は中

村（1989）に沿うと想定し，中村（1989）にない住居と

雑費は経済企画庁（1964）の名目支出額（1945年は前

後年で補間）と当方試算物価から算出する．代替想

定では副食や光熱で 1945年の購入量の落ち込みが

和らぐ点で，代替想定の試算値は供給統計の連続性

を重視した標準的な推計といえる（4. 1. 4節で後述）．

なお，闇ウエイトは代替資料がなかったため，当初

想定と同じと考える．

ふたつの想定を比べると，当初想定は，同時代の

有識者が関与していた太平洋戦争期の資料を重視す

る一方，資料が内包する非連続性など精度の検証が

難しい．代替想定は，闇取引は 1941-42 年で一般

的・総購入量は 1945年の低下はより小幅だったと

考える一方，供給統計も一部で精度が低かった可能

性がある．本稿では，まず当初想定で試算し，代替

想定の試算を確認する．

4．都市家計支出

本節では，まず都市家計の名目支出額を，1942-

45年の欠損を補いつつ整理する．次に，消費者物

価とその補間値を用いて，実質化する．

4. 1 都市家計の名目支出額

内訳費目は，データの利用可能な主食，副食，被

服，住居，光熱，雑費の 6費目で整理する．Pは価

格，Qは数量，添え字 kは費目，添え字mは内訳

品目とすると，家計支出額 Cは品目ないし費目の

価格×数量の合計と考えられる（（1）式）．

C = ΣC = Σ (PQ) = ΣΣ (PQ) （1）

内訳品目の価格・数量 (P, Q) の悉皆把握は

資料不足で困難なので，費目 kの支出金額 C，価

格 P，数量 Qの指数から名目支出額を試算する．

以下，まず 1940・1941年を上方修正する．次に，

公価・闇価格・購入量指数・闇取引を費目別に整理

したあと，1942年名目支出額から 1943-45年の名

目支出額を試算する．これにより 1940年代におけ

る名目支出額の推移が分かる．

4. 1. 1 1940-41年値の上方修正

1942年分の調査を用い，低所得層（月収 140円未

満）に偏った従来の 1940-41年分の調査を修正する．

まず，図 1（1）で示す，階層別世帯数の分布におい
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て，1940・1941年には調査されなかった 9階層（月

収 140円以上）の世帯数は，1942年における当該階

層の 120-140円層（観察できる最も高所得層）に対す

る世帯数の比率と同率で存在したと想定する．想定

にあたり，1940-42年の状況を振り返ると，1942年

は太平洋戦争（1941年 12月開戦）のほぼ初年で，内

地の状況は 1940-41年に比べさほど変わらなかった．

物価面では，1940-42 年の内閣生計費指数で 1941

年は前年比+2.7％，1942年は同+4.3％と落ち着い

ていた．こうした状況では，名目額で固定された所

得階層内の構成変化の影響も限定的と考えられるの

で，1942年の階層別世帯数を 1940・1941年の想定

に用いた．この想定下 120-140円層は中所得である

140-160 円層に隣接し近似しうるほか，標本数も

3700先のうち 800先（2割）と多い．こうしたなか，

120-140 円層の世帯数が 1941 年は 1942 年比 92％

（1940年は同 84％）存在するので，月収 140円以上

の各階層（140-160円層，…，300-320円層）の世帯

数も，1941年は 1942年比 92％（1940年は同 84％）

存在すると想定する（図 1（1））．

次に，1940・1941年の中高所得層（月収 140-320

円）の階層別支出額を，消費性向を階層別・年別に

試算する．具体的には，中高所得層の月収階層を

s ( s=140-160, ⋯, 300-320) 円，t年 ( t=1940, 1941)

の階層 sの消費支出額を C ・月収 R と表し，

（2）式で試算する．

C 

R 
=

C

R
× C R 

CR 
s = 140-160, ⋯, 300-320, t = 1940, 1941 （2）

（2）式では，1940・1941 年の 1942 年に対する消

費性向の比率は各階層（月収 140-160 円層，…，

300-320円層）で比例する，この各階層の比率は月

収 120-140 円層における比率と等しい，と仮定す

る38）．仮定にあたっては，1940-42年が観察できる

5階層のうち月収 120-140円層が中高所得層に最も

近く，標本数も 800先と全体の 2割（隣接し似た傾

向をもつ 100-120円層・140-160円層と合せれば 5

割）を占めるため観察できない 9階層を近似しうる

と考えた．加えて，月収 120-140円層の 1940-42年

における名目支出額の推移も当時の情勢と整合的で

あったと考えられる．

これらの仮定のもと，（2）式の左辺分子 C 以外

は，実測値および各階層の月収中央値が使える．ま

た，C, Cは s=140-160, ⋯, 300-320の各階

層につき，図 1（2）・白色部分のように試算できる．

これら階層別支出額（図 1（2））を，階層別世帯数

（図 1（1））で 1940・1941 年について加重平均し，

1940・1941 年の全層平均支出額を試算した（図 1

（3））．支出額の費目別内訳は，低所得層の費目別支

出シェアに 1942年の全階層の低所得層に対する費

目別支出シェアの差を加えた値を 1940・1941年の
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図 1．1942年の月収階層分布による 1940・1941年の支出額修正

備考）（2）のうち，1942年の月収 300-320円層の支出額は，上下の階層（260-280円層・300-320円層）よ

り非常に高かった．同階層の世帯数は 12とÑ少であり加重平均値への影響はÑ少ながら，1942年値は原

資料の値，1940・1941年値は上下階層の消費性向に基づく試算値を示した．（3）の 1940-41年の点線領域

は試算値．



全階層での費目別支出シェアの近似とみなし，これ

らの比率と総支出額から試算した．

4. 1. 2 1943-45年の支出額試算の考え方

1943-45年分の家計支出額は，1942年分を起点と

し価格・支出量の変化を費目ごとに考えて試算する．

1943-45年は都市家計調査がなく名目支出額を直接

推計できないため，1942 年を基準とする 1943-45

年の価格指数と数量指数を当時の資料に基づき想定

し，データがない場合は仮定を加え，費目別に試算

する．

具体的には，1943-45年について，1942年支出額，

各費目での価格変化，数量変化，闇取引量比率から，

各費目別の支出額を試算する．t年の費目 kの名目

支出額を C ，物価を P ，数量を Q ，公定価格

（公価）を P 
，公価での購入量を Q 

 ，闇価格を

P 
 ，闇価格での購入量を Q 

 ，公価取引量ウエイ

トを w （闇取引量ウエイトを 1−w ）と記す．

1942年以前は闇取引が例外的として w =1, P =

P 
 と考える．1942年分の支出額は（3）式，1943-45

年分の支出額は（4）-（6）式で t=1943, ⋯, 1945とし

て表せる．

C = Σ (C
 ) = Σ (P

 Q
 ) （3）

C = Σ (C 
 +C 

 ) = Σ (P 
 Q 

 +P 
 Q 

 ) （4）

C 
 =

P 


P
 ∙w  ∙

Q 

Q
∙C （5）

C 
 =

P 


P
 ∙ (1−w  ) ∙

Q 

Q
∙C （6）

（5）式は，t年 ( t=1943, ⋯, 1945) の費目 kの公

価支出額を表し，1942 年基準でみた t年の公価

P 
 P

 ，t年の公価取引ウエイト w ，1942 年

基準でみた t年の費目 kの総購入量 Q Q，

1942年の費目 kの総支出額 Cからなる．t年の

公価は統計が，公価取引ウエイトと総購入量は文献

情報が，費目 kの総支出額は 1942年家計調査の実

測値が利用できる．（6）式は，t年の闇価格支出額

を表し，1942年基準でみた t年の闇価格 P 
 P

 ，

t年の闇取引ウエイト 1−w ，および t年の費目 k

の総購入量 Q Q，総支出額 Cからなる．

t年の闇価格は当時の資料から，闇取引ウエイトは

公価取引ウエイトから利用できる．なお，費目内で

内訳の数量や価格が利用できる場合（後述の副食，

雑費）は，それらの指数も名目額算出に利用する．

なお，これらの想定のもとでの 1942-1946年の実

効物価 P 
 は，（4）-（6）式の変形から得られる（7）式

のように定まる．

P 
 = w  P 

 +(1−w  )P 


t = 1942, ⋯, 1946 （7）

また，各費目の実質支出額は，概念上は，総購入

量 Q の想定から定まる．しかし，この実質支出

額は，戦後との連続性が乏しい．この点は実質値の

試算時に再検討する（4. 2. 1節）．

4. 1. 3 試算に用いる公定価格・闇価格

費目別の公定価格・闇価格は，個別品目の単純幾

何平均から計算した．主食を例として個別品目の公

価・闇価格から，費目の公価・闇価格を算出する

（オンライン図 3）．例えば，1944年 6月のコメの闇

価格（黒ひし形）は公価の 32倍，馬鈴Ú（黒四角）は

同 8倍，小麦粉（黒三角）は同 16倍であり，これら

の幾何平均から，1944 年 6 月の主食の闇価格（黒

丸）は公価の 16倍と考える．同様に，1945年 6月

の闇価格は公価の 36倍となる．

主食と同様，副食・光熱・被服・雑費については，

東京小売物価と小売闇価格の双方がある品目で幾何

平均をとり，1943-45年の P 
 , P 

 を計算する．光

熱，雑費は，定義上闇価格がない電気代・新聞代等

の「料金」を含むので，戦前・戦後ウエイトとフィ

ッシャー算式（基準時点の算術平均と比較時点の調

和平均の幾何平均）のもと，「料金」も含めて費目の

闇価格を計算する．住居については，1942年まで

は公定価格に基づく内閣生計費が利用できるものの，

1943-45年に利用できる実効物価は無いため，住居

費は家賃と修繕費に比例し，家賃は地価に，修繕費

は建築費に比例すると仮定して試算する．

各費目について計算した，1942-45年の公価 P 
，

闇価格 P 
 の推移（オンライン図 4）は費目ごとにか

なり異なった．例えば，主食と副食の 1945年の闇

価格は 1942年の 40-45倍に，被服も同 32倍に，そ

れぞれ高い伸びを示した．他方，光熱の闇価格は，

電気ガス等の料金を勘案すれば 5倍と他より低い伸

びとなった．雑費の闇価格は，新聞代等の料金を含

む教養娯楽費は 9倍，料金を含まない保健衛生費は

96倍と，料金を含むか否かで差が生じた．
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4. 1. 4 試算に用いる購入量指数と闇取引ウエイト

試算に必要な各費目の購入量指数と闇取引ウエイ

ト（闇取引量の総購入量に対する比率）を，まずは当

初想定のもとで整理する．

購入量と闇ウエイトは，太平洋戦争期の資料から

考えた（詳細は補論参照）．主食と副食については，

総購入量は USSBS（1947a）にあるグラム数を指数化

した．闇ウエイトは，1944 年は実測値，前後の年

は試算により補完した．光熱については，購入量は

USSBS（1947a）および Cohen（1949）から得られる一

般国民への供給量を用いた．光熱の闇ウエイトは主

食と副食の平均と仮定した．被服については，購入

量および闇ウエイトを Cohen（1949）から得つつ一

部を想定した．住居については，供給量は USSBS

（1947a）の年末戸数ストック，闇比率はストック減

少分から試算した．雑費は，保健衛生費を医薬品供

給量から試算し，それ以外は仮定した．雑費の闇ウ

エイトは一律同じと仮定した．

上記の当初想定で本稿が主に用いた USSBS

（1947a）は，利用可能量・供給量など厳密には消費

量でない計数も総消費量の近似として用い，家計の

各費目の総購入量の減少を論じている．本稿もこれ

らを総購入量として用いる．この間，代替想定では，

闇取引での購入増加により供給量が副食などで当初

想定より多くなり，中村（1989）のように 1945-46年

の不連続性が和らぐと想定する．

まず，当初想定での各費目の購入量は図 2（1）の

縦棒で示した（黒横棒マーカーは代替想定につき後

述）．購入量（図 2（1）縦棒）を各年でみると，被服・

雑費は 1943年には 1942年比 5-6割まで減少したも

のの，主食と住居は同横�い，副食・光熱は同 8割

水準を維持した．しかし，戦局が悪化した 1944年

には，主食や住居こそ同 9割を維持したものの，副

食・光熱は同 4-6割，被服・雑費は同 1-2割の水準

に減少した．1945 年には主食・住居は同 8 割，副

食と光熱は同 2-3割，被服や雑費は同 4％未満まで

減少した．この間，闇ウエイトは図 2（2）で示した．

1943 年は副食や被服で 2 割，1944 年は副食で 4

割・被服で 6割，1945年は主食で 2割・副食 4割・

被服 9割，住居で 2割と，年を追うごとに闇取引比

率が上昇した．主食は配給で最優先されたため闇ウ

エイトは他費目より低かった．また被服では闇価格

でも購入が難しかった．

次に，代替想定での 1943-45年の購入量の推移は，

図 2（1）の黒横棒マーカーで示した．代替想定のも

とでは購入量は闇取引などで主に副食で供給量がよ

り多いと想定する．当初想定対比でみると，主食・

被服は概ね同様，副食・光熱はより多く（1944-45

年で当初想定比約 2倍），住居・雑費では総じて差

は小さい（住居は 1944年で 3割低く・雑費は 1943

年で 5割高い）．
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図 2．都市家計の費目別の総購入量，闇取引ウエイト（1942-45年）

備考） 1942-45年の費目別の総購入量，闇ウエイトの試算方法の詳細につ

いては，補論を参照．1946年の闇ウエイトは，主食は家計調査の値，主食

以外は主食の前年比変化率で延伸した．総購入量の代替想定は 4. 1. 4節を

参照．

資料） 大原社会問題研究所（1964），Cohen（1949），USSBS（1947a，1947b），

中村（1989）．



4. 1. 5 1940年代の名目支出額の推移

前述の費目別の公価・闇価格（オンライン図 4），

総購入量・闇ウエイト（図 2），（3）-（6）式に基づき，

1943-45年分の都市家計の名目支出額を試算した．

これらに 1940-42年分をあわせ，1940-45年の費目

別支出額とシェアを示した（図 3）．

1943年の支出額は，闇取引一般化で闇支出額が

増えたものの公価支出額の減少が上回り，前年から

若干低下した．1944年には，主に副食で闇支出が

急増し総支出額を約 7割押上げた（図 3（1））．主食・

副食の支出計に占める比率（エンゲル係数）は，1944

年には 6割強に達した（図 3（2））．さらに，1945年

には，副食に加え主食でも闇支出額が著増し，名目

支出額計は前年の 2倍，エンゲル係数は 7割強とな

った．戦局の悪化で輸入や国内物流が困難化した影

響は，1944-45年に闇支出額やエンゲル係数の急上

昇として顕在化した．

名目支出額のうち，闇取引支出額の合計をみると，

1943-45年は実額・シェアとも増加し続けた（図 3，

黒丸マーカー）．闇取引は主に副食で増加し，1943

年には闇支出額計は総支出額の 2割強を占めた（図

3（2））．1944年には闇ウエイトと闇価格上昇により

闇支出額計は総支出額の 7割に達した．1945年に

は主食の闇支出比率も上昇し，闇支出額計は総支出

額の 9割に及んだ．

1940-45年の試算値と 1946年以降の総理府統計

局の 1世帯当たり支出額を繫げることで，1940年

代の都市家計の名目支出額が費目別で図 4のように

得られる39）．名目支出額は 1944-49年にかけて，数

割から数倍のテンポで増加した．この時期の世帯員

数の変化率は 1割以下と支出額の変化率より小さか

った．大幅な支出額増加は，価格と数量の変化によ

り生じた．

費目別の支出の推移は，わかりにくい名目支出額

に代えて，費目別の支出額シェアでみる（オンライ

ン図 5）．主食と副食のシェア合計値は，1942年か

ら 1945年にかけて 4割から 7割まで上昇し，1946-

50年にも 5割超が続く高水準で推移した．エンゲ

ル係数の高止まりは，都市家計における生活水準回

復の遅れを示す．

4. 2 都市家計の実質支出額

まず，4. 1. 2節で前述した留意点について検討す

る．次に，名目支出額を割引く費目別 CPI を補間
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図 3．費目別でみた都市家計の名目支出額および内訳シェア

備考） 棒グラフのうち，太点線で囲まれている領域は，闇取引での支出額．細実線の領域は

公価分．

図 4．1940年代の都市家計の名目支出額

備考） 1946年値以降は総理府統計局（1956，1964）．内訳品目のうち煙草は戦前にあわせて戦後は

雑費から嗜好品（副食）に組み替え．1946年の副食・雑費の内訳は 1947年値の比率で調整．



し，それらから実質支出額を算出する．

4. 2. 1 試算の留意点

実質支出額の試算にあたっては，留意点がある．

式（4）-（7）より，1943-45年の実質支出額は，概念上

は，各 t年の 1942年対比での支出量増加 Q Q

と 1942 年の支出額 Cの積 (Q Q )C

で算出される．しかし，この試算額は，Q Q

の精度のみに依存するため，例えば 1946年との不

連続が明らかでも，補う余地がない．そこで，本稿

では，数量指数・価格指数から 1943-45年の名目支

出額を費目別に試算し，この名目額を 1943-45年の

欠損期間を公価・闇価格・闇ウエイトで補間・調整

した CPI で実質化する．この実質値は， (Q 

Q )Cと比べると，概念上は P 
 と CPI の

差だけ誤差を含む．他方，名目額の試算に数量指数

と価格指数を併用しており，一部の数量指数の資料

や仮定のみに依存しない点は望ましいと考えられる．

同様に，名目支出額を 1946年と繫がる CPI で

実質化するのであれば，概念上は名目支出額の試算

に用いる価格指数は P 
 でなく CPI が望ましい．

しかし，データの精度の低さの問題が残るほか，支

出額を公定価格・闇価格支出額に分けられない．こ

のため，本稿では（4）式により試算した名目支出額

を用いる．

4. 2. 2 1940年代の消費者物価の補間

名目支出額のデフレータとして各費目別 CPIを

用いる．CPIは，1938年以前と 1946年以降は利用

可能であるほか，闇取引が一般的でなかった 1940-

42年は，内閣生計費指数で CPIを延長できる．し

かし，1943-45年は闇取引の影響が大きい期間と考

えられるため，公価に基づく内閣生計費指数で CPI

を補うことは不適切である．そこで，以下のやり方

で補間する．

まず，公価・闇価格（オンライン図 4）を，闇取引

量ウエイト（図 2（2））で加重平均することで，前述

（7）式で示した 1942-46年の実効物価を計算する．

しかし，前述 2. 3. 3節のとおり，戦中に小売闇価格

が利用可能な品目は，戦前・戦後の CPI に比べ，

支出額ウエイトで 4-5割，品目数で 2割にとどまる．

ゆえに，試算した 1946 年の実効物価 P
 は，

CPIと一致しない．もっとも，P 
 は，CPI 内

訳の品目価格の部分集合からなる．そこで，1943-

45 年の実測しえない費目別 CPI の試算値は，

P 
 ( t=1943, ⋯, 1945) のべき乗で比例すると考え

た（（8）・（9）式）．

CPI CPI = (P 
 P

 )

t = 1943, ⋯, 1945 （8）

x：CPI CPI = (P
 P

 )

となる値 （9）

1943-45年での費目別 CPIの補間は，図 5で示す．

まず，費目別実効物価 P 
（灰色マーカー）を計算し，

次に CPIと整合的な水準（白色マーカー）に調整

する．例えば，主食では，P
 は 43.5，CPIは

54.9が得られ，べき乗する乗数 (x=ln (54.91.72) 

ln (43.51.72)=1.072) が計算できる．次に 1943-45

年の P 
 をべき乗することで，1943-45年の公価・

闇価格を勘案しつつ 1942 年・1946 年の CPI 水準

と整合的な試算値を得る40）．例えば，主食では，

CPIは 18.3 (=1.72×(15.581.72) ) と試算で

きる．他の費目別 CPI も同様に補う．図 5 の調整

に伴い主食では CPIが P
 に比べ約 1 割上

方，被服と雑費では数割下方修正となる．価格資料

が不足するなか，さらなる調整は難しい．ただ，被

服と雑費の物価下方修正は購入量急減と重なると実

質値急減が和らぎ 1945-46年の不連続性が小さくな

る，望ましい面がある．以下，この調整後 CPI を
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図 5．都市家計の名目支出の実質化に用いる費目別 CPI



用いる．

4. 2. 3 当初想定における都市家計の実質支出額

名目支出額（図 4）を調整後 CPI（図 5）で費目別に

実質化することで，費目別の実質支出額が図 6（計

数は表 2）のように得られる．

実質支出額計（白ひし形）は，1940-45年にかけて

7割減少し，1945年には 1940年比 30％，1942年比

で 33％の水準まで低下した．費目別支出額をみる

と，配給で他費目より優先された主食や，ストック

が総じて維持された住居では，他費目より緩やかな

支出減少にとどまった．しかし，副食・被服・雑費

では，物価高騰や物不足を反映し急減した．主食・

住居以外の急減は，軍需による民需の圧迫や，主食

以外の配給不足を反映している．戦後，実質支出額

は 1946年には持ち直したものの，高インフレのも

と 1947年以降回復は停滞し，大川（1953，1954）が

示すように，1950年においても戦前水準を回復し

なかった．費目別にみると，副食，被服，雑費，住

居41）などで 1950年の支出額は戦前水準を下回った．

戦中の大幅な実質支出減少が生じた背景には，中

高所得層の疎開や罹災による支出減少があった．

1942年の収入階層と 1947-49年の支出階層の分布

を比較すると，1942年は中間層が 4割・最低所得

層が 1割を占めた一方，1947年には最低支出層が 4

割に拡大し，1948-49年の縮小も緩やかだった42）．

当時の物価統計の不備による実質支出の振れ幅に

ついては，シンプルに 1943-45年の物価が年 1割ず

つ下振れ・上振れ，かつ累積し得ると想定した43）．

これらのもとでの 1943-45年の実質支出額計の振れ

幅は，図 6の細破線で示した．仮に，物価の精度の

低さなどにより，都市家計の実質支出額が当初試算

値より上振れすると考えても，1945年値は 1940年

代の最低値となる結果は変わらなかったように見受

けられる．

4. 2. 4 代替想定における都市家計の実質支出額

1946 年の急回復は，前記 3. 4 節のとおり，1945

年の購入量の過小評価による見せかけの回復かもし

れない．そこで，代替想定における実質支出額を図

7（1）のように試算した（計数は表 3）．デフレータで

用いた CPI（図 7（2））は，闇取引が一般的と代替的

に想定した 1941-42年で，CPI（内閣生計費）の各費

目を小売森田物価（総平均のみ）の前年比分（1941年

+17％，1942年+30％）だけ上方修正した（3. 5節で

前述）．

代替想定での実質支出額は，1945年値は 1940年

比 4 割，1942 年比 6 割水準であり，当初想定の

1945年値（1940年比・1942年比とも約 3割）より緩

やかな低下に止まった．代替想定での試算値は，

1940-42年は森田物価の上昇を反映して当初想定よ

り低くなり，また 1943-45年には供給減少幅が小さ

くなり 1946年値との不連続性が和らぐため，1945-

46年の回復は緩やかになる．この点は，先行研究

とより整合的である．同時に，代替想定においても，

1945年値は 1940年比 4割・1942年比 6割と，家計

支出の大幅減少が生じた．この点は，当初想定と同

じである．

5．農家家計支出

農家家計については，名目支出額の推移をみたあ

と，実質支出額を現物支出額の評価やデフレータに
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図 6．都市家計の実質支出額，費目内訳

備考） 白ひし形は，当初試算値．細破線は，1943-45年の物価の計測誤差等による

実質支出額の上振れ・下振れ値．支出額の振れは，各費目別物価が 1943年に 10％下

振れ・上振れ，かつ 1944-45年も同率が累積したとの想定に基づく．例えば，1945

年での物価の上振れ・下振れ幅は 1.331-0.729（1.1-0.9）倍，支出額の下振れは標準か

ら▲ 25％・上振れは+37％となる．



注意しつつ試算する．

5. 1 農家家計の名目支出額

農家家計も都市と同じ内訳費目（主食，副食，被

服，住居，光熱，雑費）で整理し，さらに支出形式

別に現物支出・現金支出で分ける（（10）式）．

C = Σ {C
+C

 } (k：費目，

e：現金支出額，f：現物支出額) （10）

農家家計の名目支出額は 1940年代を通じ利用可

能であるものの，名目額を各年で比較するためには

調査改定時の不連続や現物評価の調整が必要である．

5. 1. 1 各年比較のための名目額の調整

1940年代の農家経済調査のうち，1949年以降の

調査は標本を無作為抽出し，かつ標本数は十分（5

千超）であるため原統計は信頼できる．他方，1940-

41年分（標本は中小農家のみ），1942-48年分（標本

は大規模先に偏る）の調査については，耕作規模別

農家数（農水省（1951b））を母集団比率とみなし，調

査標本の偏りを母集団分布で修正した44）．これら

1948年以前の調査には，留意が必要である．例え

ば，調査標本は数百先の有意抽出で，標本の入れ替

わりもあり，各府県・規模・形態別標本数はさらに

少ない．また，1944年から 1945年にかけて，自作

農の標本数が相対的に増える一方，小作農の標本数

が一段と少なくなるという形で標本の内訳構成が変
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表 2．都市家計の実質支出額の試算（当初想定）

（1）実質支出額

（2）デフレータ（費目別調整後 CPI）および名目支出額

名目額（円）

調整後 CPI (1934-36=1)

1940 1941 1942 1943 1944 1945 1946 1947 1948 1949 1950 1951

支出計 122.00 127.43 111.83 88.94 60.46 36.92 67.96 73.63 71.34 76.28 82.64 87.87

主食 17.20 15.84 11.86 11.54 10.68 8.60 15.21 14.45 14.77 18.39 18.46 17.56

副食 31.69 37.00 35.30 31.43 15.95 9.45 16.46 18.84 20.36 21.81 24.49 27.04

住居 16.29 16.46 12.82 12.79 12.62 9.85 5.55 6.03 6.60 7.53 7.36 7.03

光熱 5.88 6.50 5.67 4.33 3.21 1.41 5.27 6.65 5.53 5.55 6.11 6.77

被服 12.55 13.09 11.06 5.92 4.25 0.80 5.51 5.65 6.24 5.98 8.65 9.01

雑費 38.39 38.56 35.11 22.94 13.74 6.81 19.97 22.01 17.86 17.02 17.57 20.46

1942年比 ［109］ ［114］ ［100］ ［80］ ［54］ ［33］ ［61］ ［66］ ［64］ ［68］ ［74］ ［79］

1940年比 （100） （104） （92） （73） （50） （30） （56） （60） （58） （63） （68） （72）

1940 1941 1942 1943 1944 1945 1946 1947 1948 1949 1950 1951

主食 1.681 1.678 1.720 1.923 4.036 18.264 54.88 117.78 214.15 246.27 245.20 276.26

副食 1.667 1.663 1.705 2.327 9.941 31.808 78.44 182.37 301.56 369.11 308.98 323.82

住居 1.148 1.189 1.239 1.406 1.631 3.748 18.58 38.07 64.05 83.54 85.34 106.27

光熱 1.455 1.480 1.534 1.666 2.628 4.622 17.09 46.36 103.20 130.62 141.84 163.52

被服 2.156 2.348 2.510 3.168 10.999 35.423 55.53 184.19 343.14 464.43 367.25 467.44

雑費 1.328 1.373 1.470 1.615 2.253 7.948 14.11 43.21 108.83 158.18 161.19 190.41

支出計 122.00 130.48 119.78 114.29 189.53 364.30 1776.7 4684 8780 11885 11980 14437

主食 17.20 15.81 12.14 13.20 25.64 93.43 496.48 1012 1881 2693 2692 2885

副食 31.69 36.93 36.11 43.88 95.14 180.37 774.53 2061 3683 4831 4540 5253

住居 16.29 17.04 13.83 15.66 17.94 32.17 89.78 200 368 548 547 651

光熱 5.88 6.61 5.98 4.95 5.80 4.47 61.89 212 392 498 596 761

被服 12.55 14.25 12.88 8.70 21.71 13.11 141.86 483 993 1288 1473 1954

雑費 38.39 39.84 38.84 27.89 23.29 40.74 212.18 716 1463 2027 2132 2933

備考）（1）は図 6，（2）は図 5および図 4のバックデータ．



化しており，例えば，自作農に比べて小作農の支出

の落ち込みが大きいならば，母集団の実態に比べ自

作農を過大に（小作農を過小に）評価し，1945年の

平均支出額が過大推計となる．こうした可能性にも

留意が必要である．

あわせて，現物支出の評価価格にも注意する必要

がある．農家家計の支出額の評価は，原則，現金支

出は市場価格（闇取引があれば闇価格・なければ公

価），現物支出は公価を用いる．ただし，現物支出

には，生産物の自家消費に加え，受贈物の自家消費

もある．受贈物は，現物支出として市場価格（市価）

で計上される45）．つまり，定義により，現物支出額

は公価での現物自家消費と，市価での受贈現物消費

からなる．例えば，農家が自家のコメを消費した場

合は公価での現物支出，農家が受贈を受けたコメを

自家消費した場合，市価での現物支出となる．

しかし，現物市価評価の内訳は分からないので，

当時の資料を参照しつつ，標準ケース（1945年は主

食・副食の現物支出量の 15％・1946-48年は同 5％

が現物市価評価）を想定した46）．また，高め想定
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表 3．都市家計の実質支出額の試算（代替想定）

（1）実質支出額 （2）用いたデフレータ（費目別調整後 CPI）

1940 1941 1942 1943 1944 1945 1946

支出計 122.00 108.89 85.93 79.05 56.58 50.33 67.96

主食 17.20 13.53 9.12 9.03 8.80 7.56 15.21

副食 31.69 31.62 27.12 25.21 23.50 18.45 16.46

住居 16.29 14.06 9.85 8.96 6.67 8.85 5.55

光熱 5.88 5.55 4.36 3.99 3.92 3.10 5.27

被服 12.55 11.18 8.50 5.51 3.01 1.45 5.51

雑費 38.39 32.95 26.98 26.36 10.67 10.92 19.97

1942年比［142］［127］［100］ ［92］ ［66］ ［59］ ［79］

1940年比（100） （89） （70） （65） （46） （41） （56）

1940 1941 1942 1943 1944 1945 1946

主食 1.681 1.964 2.238 2.482 4.923 19.858 54.88

副食 1.667 1.947 2.219 2.964 11.459 33.846 78.44

住居 1.148 1.391 1.612 1.807 2.067 4.380 18.58

光熱 1.455 1.732 1.997 2.148 3.224 5.332 17.09

被服 2.156 2.748 3.267 4.042 12.624 36.803 55.53

雑費 1.328 1.607 1.912 2.079 2.789 8.497 14.11

調整後 CPI (1934-36=1)

備考） 図 7（1）（2）のバックデータ．1940年・1946年以降は表 2（1）（2）と同じ値．代替想定の名目支出額は 1943-45年の購入量増加分だけ

上方修正された値（1942年以前・1946年以降は同じ値）．

図 7．代替想定下の実質支出額と費目別 CPI

備考） マーカーについては図 5と同じ．代替想定は 3. 5節を参照．



（1945 年は主食・副食・光熱の現物支出量のうち

20％，1946-48年は主食・副食の 10％が市価部分），

低め想定（1945年は主食・副食の現物支出量のうち

12％，1946-48年は同 2％が市価部分）も考えた47）．

これらの想定は，実質支出額には影響する一方，名

目の現物支出額および現金支出額には影響しない．

5. 1. 2 1940年代の名目支出額の推移

次に，農家家計の名目支出額の推移を図 8で概観

し，都市家計（図 4）との共通点・違いを確認する．

まず，不連続性を調整した支出額の推移をみると，

1944-49年に，数割から数倍のテンポで増加した．

1946-48年の名目支出額が著しい物価上昇のもとで

数倍増のテンポで増加したことは，都市家計の名目

支出額と共通する．他方，相違点もある．1944 年

の農家家計支出（前年比 2割増）は都市家計（同 7割

増）より小幅増だった．1945年の現物支出著増によ

る農家家計支出の増加（同 3倍増）は都市家計（同 2

倍増）を上回った．同年の公価（農村物価）の低い伸

び率に照らすと，数量でなく市価評価部分の増加要

因が，1945年の主食・副食の現物支出額を著増さ

せたと考えられる．

農家家計の名目支出額の費目別・支出形式別シェ

ア（オンライン図 6）にも，都市家計との違いが顕れ

ている．農家家計で現金・現物を合わせたエンゲル

係数（主食・副食のシェア）は 4-6 割台と都市家計

（1944年以降 6-7割台，オンライン図 5）より低かっ

た．他方，農家家計の現金支出比率（現金支出額÷

総支出額，オンライン図 6）は，1945年に 3割台，

1944・1946年に 4割台と，他の年（5割台）より低か

った．このことは，農家家計でも現金支出余地が低

下していたことを示す．

5. 2 農家家計の実質支出額

前述のように，農家家計の名目支出額は現金支出

と現物支出に分かれており，実質化には都市家計と

異なる接近法が必要である．

5. 2. 1 名目支出額の実質化の準備作業

まず，現金支出額と現物支出額を実質化する際の

考え方を整理する．次に，両者を実質化するデフレ

ータを計算する．

試算の考え方としては，実質支出額 C
を得るた

めに，各費目 kの現金支出 C
・現物支出 C


を分
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図 8．農家家計の名目支出額

備考） 太破線で囲まれた領域は現物支出，細実線で囲まれた領域は現金支出．「雑費」

の内訳費目の一部は調整（嗜好品は副食に組み替え，青年会費等の諸負担は除外）．

1940-41年の農家家計支出額は，1942年の標本増加による総支出額の増加を勘案し，

1940-41年（耕作面積 2町未満）の原計数を 5％上方修正した（例えば 1940年は 107.29→

112.42円）．1942-48年分の家計支出額は，利用可能な 1941・1946・1947年の規模別農家

数を用いて加重平均した値．具体的には，1942年調査では同 1町未満の標本は全体の 1

割（587先のうち 58先）である一方，母集団では 64.4％（1941年で 540.5万先のうち 347.9

万先）ある．このため，調査の規模別支出額（同 1町未満，1-1.5町，1.5-2町，2-3町，3-

4町ごと）を母集団比率で加重平均し再計算した．例えば，1942年は大規模農家で上振れ

た原計数を 2割下方修正した（157.08→123.75円）．

現物市価評価は，標準想定（1945年は主食・副食の現物支出の 15％・1946-48年は同

5％が現物市価）．1945年の現物支出 314円（破線領域の合計）のうち，184円が現物市価

評価．現金市価比率の高めの想定（1945年は主食・副食・光熱の現物支出のうち 20％，

1946-48年は主食・副食の 10％が市価部分）の場合，現物市価評価は 215円．低めの想定

（1945年は主食・副食の現物支出のうち 12％，1946-48年は同 2％が市価部分と想定）で

は，現物市価評価は 169円．

資料） 各年版『農家経済調査』（農商省（1944），農林省（1943，1948，1950c，1950d，

1951a，1952，1954）），農林省（1951b），梅村編（1963）．



けて実質化する（（11）式）．

C
 = Σ {C 

 P 
 +C 

 P 
 } （11）

現金支出デフレータ P 
 については，1934-36年

および 1949 年以降は，実効価格である農家 CPI

(FCPI) をそのまま P 
 として用いた（（12）式）．

1940-48年は，水準調整前のデフレータ P 
として，

1940-42 年は農村物価 FAP，1943-48 年は農村闇

価格 FBPを用いた（（13）式）．次に，それらに

FCPIと FPP（農村物価・同闇価格と重な

る 52品目の農家 CPIの価格で算出）のずれから得

た zでべき乗する（（14）式）ことで，1949 年以降と

つながるよう水準調整した後の値を，現金支出デフ

レータ P 
 として用いた48）．

P 
 = FCPI  t = 1934-36, 1949, ⋯, 1951 （12）

P 
 = FAP  ( t = 1937, ⋯, 1942)；

FBP  ( t = 1943, ⋯, 1948)；

FPP  ( t = 1934-36, 1949) （13）

P 
 P

 = (P 
 P

 ),

t = 1937, ⋯, 1948

z：FCPI FCPI

= (FPP FPP)

となる値 （14）

現物支出額のデフレータ P 

については，1934-

36年および 1949年以降は，FCPI をそのまま用

いた（（15）式）．1940-48年は，いったん水準調整前

の P 

として農村物価 FAP をとった（（16）式）．

これら農村物価が 1949年以降の農家 CPIと整合的

につながるよう z乗し，水準を調整した（（17）式）．

加えて，現物市価評価を含み調整が必要な費目には，

1945-48 年の値に市価を含める追加調整を行った

（（18）式）．これらの水準調整と追加調整を行った後

の値を，現物支出額のデフレータ P 

として用いた．

P 
 = FCPI  t = 1934-36, 1949, ⋯, 1951 （15）

P 
 = FAP  ( t = 1937, ⋯, 1948)；

FPP  ( t = 1934-36, 1949) （16）

P 
P

 = (P 
P

 )

t = 1937, ⋯, 1948

z：FCPIFCPI

= (FPPFPP)

となる値 （17）

P 
 = P 

,ただし {k =主食，副食かつ

t = 1945, ⋯, 1948} 以外；

γP 
 +(1−γ )P 

, γ = 0.15,

γ, γ, γ = 0.05,ただし k =主食,

副食 かつ t = 1945, ⋯, 1948 （18）

次に，試算して得られた各費目別のデフレータの

うち，主食の例では（オンライン図 7），5品目の農

村物価（公価）・闇価格から，費目の現金支出・現物

支出のデフレータを計算する．所与の公価・闇価格

から，例えば 1945年 6月は公価が 1.5（白丸），闇物

価は 21.7（黒丸）と計算できる．同様に，費目の公

価・闇物価を 1940-49年まで計算できる．

次に，主食の公価・闇物価を年換算し基準年

（1934-36年平均=1）で農家 CPIと�えると，内訳

品目が異なるため 1949年の農家 CPIとずれる（図 9

（1），1949年の灰色丸と白丸）．このずれ (FPP

=204.7, FCPI=170.2) から計算した比率 ( z=

ln 170.2ln 204.7=0.965) を，1940-48年の公価・闇

物価にべき乗することで，農家 CPIと整合的な現

金・現物支出デフレータを計算する．例えば，1945

年の現金支出額デフレータ P
 には，調整前闇物

価 52.9（灰色丸）を調整した値 46.1 ( (FBP )
=

52.9=46.1,黒丸) を用いる．また，同年の現物

支出額デフレータは，公価（灰色丸 3.27）を調整

(3.27=3.14,白丸) し，追加で市価を 15％含め

た値とする (P
 =0.85×3.14+0.15×46.1=9.58,

小白丸)．

主食以外の費目についても，主食と同様に，現金

支出・現物支出のデフレータを計算する．図 9で，

6費目の現金支出額・現物支出額のデフレータをみ

ると，動きは費目ごとに区々となった．例えば主食

は，1945 年以外の 1946-48 年では，他費目より緩

やかな上昇にとどまった．他方，光熱や雑費のよう

に 1946-47年にかけて公価・闇物価の乖離はほぼ縮

小した費目もあった．のち 1948年には，主食以外

で公価・闇物価の乖離は概ね解消した．

5. 2. 2 1940年代の実質支出額の推移

農家家計の名目支出額（図 8）を，費目別，現金・

現物支出別のデフレータ（図 9）で実質化し，足し上

げた（図 10）．なお，農家家計では，当初想定と代

替想定の差は，1941-42年の物価と実質支出額にの

み影響する49）．

実質支出額計（図 10・白ひし形）をみると，1944

年には 1940年比 6割水準に減少した後，1945年に

は底打ち，1946年には横�いで推移した．均して
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図 9．公価・闇価格・農家 CPIの調整による現金・現物デフレータの算出

備考） 調整前後で値が一致した場合，灰色丸は黒丸・白丸と重なって見えない．主食・

副食での追加調整（1945-48年の白丸→小白丸）は（18）式に基づく．期首期末平均で年換算．

図 10．農家家計の実質支出額（費目別，現金・現物別内訳）

備考） 家計支出と内訳は，現物市価評価の標準想定．1945-48年の小白四角は，実

質支出額の上振れ・下振れ値（現物市価評価の低め・高め想定に伴うもの）．1943-48

年の細破線は，実質支出額の追加上振れ・下振れ値（デフレータが年 1割下振れ・上

振れした追加想定に伴うもの）．

1941-42年の小白三角は，代替想定での実質支出額（農村物価が 1941年は+8.3％，

1942年は+15％高かったと想定）．代替想定は，1941-42年以外の支出額には影響し

ない（農家家計では購入量想定がなく，闇取引の想定は 1941-42年のみに及ぶため）．

資料） 各年版『農家経済調査』（前掲），農林省（1951b）などから当方試算．



みると，1943-46 年にかけては 1940 年比 6-7 割の

水準で停滞した．のち，1947 年以降は，実質支出

額は順調に増加し，1949年には戦前水準を回復，

1950年以降は戦前水準を上回った．

農家家計では，都市家計と異なり 1944年に実質

支出額が最低値となり，1945年には現物支出が増

加した．背景には，1944年以前は農家への物資供

出圧力の強化，1945年 8月までは内地戦災に伴う

統制の弱体化，9月以降は敗戦で食料隠匿の流布・

増加があった．農家にとって自家消費は最大の生産

誘因で，政府が農家のコメ供出に一応成功した

1944年ですらコメ以外の自家消費の抑制は困難だ

った（加瀬（1995），pp. 291-299）．まして 1945 年に

は，敗戦まで統制は有名無実となり，敗戦後には政

府による収穫高の捕捉と供出の強制は困難だった

（前記 3. 4節および吉田（1967））．収穫高を過小申告

した農家が自家消費を増やす余地は十分あったと考

えられる．

また，図 10の実質支出額を費目別にみると，副

食，被服，雑費の現金支出分が，1940-44年に減少

し，1945-46年に停滞した後，1947-49年に回復し

た．この推移は，農家家計で現金支出を増やす余裕

が出てきたのは 1947年からであったこと，1944-46

年頃の農家家計は都市よりましとはいえ現金支出を

増やす余裕は無かったことを示唆する．

5. 2. 3 想定変化に伴う振れ幅の検討

農家家計の実質支出についても，想定変化に伴う

振れ幅を考える．

農家家計の名目支出額は 1945-48年の現物支出額

の一部に市価評価の想定を含む（5. 1. 1節）．市価評

価を高め・低めと想定すると，デフレータにおける

市価のウエイトは高め・低めとなるので，現物支出

額のデフレータも高め・低めとなり，農家の実質家

計支出は標準想定より下振れ・上振れする．この実

質支出額の下振れ・上振れ値は図 10の小白四角で

示した．1945年の想定の下振れ値は 1944年の当初

試算値と同水準だった．資料に照らせば更なる下振

れは想定しがたいので，1945年の実質支出額は少

なくとも前年並みだったと考えられる．

また，農家についてもデフレータが年 1 割下振

れ・上振れしうると想定する50）．この想定も加えた

実質支出額の 1944-48年での追加上振れ・下振れ値

が，図 10の細破線である．同細破線が示す領域は，

当初試算値より幅はあるものの，総じて 1943-46年

の停滞を示唆する．

6．1940年代の家計支出試算と既存統計

本節では，まず都市と農家の 1家計当たり支出額

を 1人当たり支出額に換算する．次に，これらを人

口比で加重平均し，わが国全体の 1940年代の家計

支出額を試算する．この今回試算値を，1940年代

および超長期で既存統計と比較する．

6. 1 都市・農家の 1人当たり年間家計支出額

都市・農家の家計支出額は，1家計当たり月間支

出額でみた．以下，既存統計（国民所得統計の家計

消費支出）と比較するため，試算値を 1人当たり年

間支出額に換算する．

1940年代の都市・農家の世帯人員数の推移をみ

ると（オンライン図 8），都市家計は 4人台，農家家

計では総じて 6人台で推移しており，振れ幅は最大

1割で，名目支出額の振れ（数割から数倍）よりかな

り小さい．世帯員数が 1人当たり支出額に及ぼす影

響は限定的である．この世帯人員数で 1世帯当たり

月間支出額を 1人当たり年間支出額に換算した．図

11では，最も蓋然性が高い当初想定下の試算値を

マーカー付き実線（代替試算値は小マーカー）で示し

た．

1人当たり名目支出額の水準をみると（図 11（1）），

農家では，1940年頃には都市の 6割にとどまった．

一方，1950年頃には戦前の格差を縮め同 9割まで

上昇し，急速に都市に追いついた．

1人当たり実質支出額（図 11（2））については，都

市家計では，1942年には名目支出の伸び悩みに伴

い減少，1943-44年には闇物価上昇の影響からさら

に急減し，1945年には戦災により 1940年比 3割の

水準まで減少した．1946年こそ回復したものの，

1947-50年頃まで停滞が続いた．農家家計の 1人当

たり実質支出額は，1940年は都市の 6割と低く，

さらに 1944年には 1940年比 6割水準に減少したも

のの，戦中の落込みは都市より緩やかで戦後の回復

は着実だったため，1949年には都市に先んじて戦

前水準をほぼ回復し 1950年には上回った．

また，当初想定での都市・農家家計の 1人当たり

実質支出額の振れ幅（前述 4. 2. 3節，5. 2. 3節）を，

図 11（2）のシャドーおよび破線で示した．代替想定

値は，当初想定値と異なる年のみ小さい白ひし形・

白三角マーカーで示した．これらを含めても，全体

の傾向は総じて同様にみえる．例えば，都市の実質
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値が 1945年に上振れた（シャドー上限）としても，

同年の農家の実質値（白三角）と同程度の水準にとど

まる．また，農家の実質値についても，1943-48年

の振れ幅（細破線）は，1943-46年頃の停滞およびそ

の後の回復傾向を示唆する．

都市家計と農家家計の異なる支出行動は，双方の

家計が直面した事後的な物価の比較によっても確認

できる．名目支出額を実質支出額で割って得たイン

プリシット・デフレータ（Pと略）と，費目別物価

（都市は図 5・農家は図 9）の戦前・戦後ウエイトで

のフィッシャー算式での加重平均値（Pと略）を検

討した（オンライン図 9）．都市家計では Pと P

との乖離はほとんど無い．一方，農家家計では

1943-48年にかけて Pは Pより数割ほど低めに

推移した．Pは固定ウエイトであり，戦中の費目

別ウエイトの変化を含まない．他方，Pは，各年

の名目額を実質額で割った値であり，戦中のウエイ

トの変化を含む．この点に鑑みれば，農家が現物支

出を増やすことで戦中のインフレの影響は数割ほど

和らいだ一方，都市家計ではその余地はわずかだっ

たと考えられる．

6. 2 わが国 1人当たり家計支出と既存統計との

比較

都市・農家の 1人当たり家計支出額を，都市・農

家・町村非農家の人口比率（オンライン表 1）で加重

平均（町村非農家の 1人当たり家計支出額は都市・

農家の平均値を利用）し，わが国 1人当たり家計支

出額の今回試算値とする．この値と既存統計（国民

所得統計の 1人当たり家計消費支出）とを，図 12で

比較した．

名目値を図 12（1）でみると，当初想定のもと，今

回試算値は，1940-41年，1949-51年で既存統計と

ほぼ重なった．1940-41年の都市家計支出は低所得

層の調査，農家家計支出も数百世帯の調査に基づく

試算値であり，精度は高くないと考えられる．それ

でも，本稿が試算した都市・農家家計支出額の人口

比での加重平均値は，既存統計と，ほぼ一致した．

このことから，今回試算に用いたデータ・資料およ

び想定は，既存統計と整合的であると考えられる．

以下では，1940年で名目値と実質値を一致させつ

つ，4節でみた 1942年比の変化も確認する．

実質値を図 12（2）でみると，当初想定のもと，今

回試算値は，1940年から 1944年にかけて，半分強

の水準（1944年で 145円，1940年比 54％水準）に低

下した．1944年の今回試算値の水準は，既存統計

（同 189 円，同 71％）を大きく下回った．さらに

1945年の今回試算値は 1940年の 5割弱（同 127円，

同 47％）まで低下した．また，当初試算値を 1942

年対比でみても，1944 年値は 1942 年比 57％・

1945年値は同 49％と，同じく既存統計（同 78％）を

下回った．1940年比・1942年比どちらでみても，

今回試算値は，軍需が民需を圧迫した戦中の家計支

出減少を，既存統計より明確に示した．

1人当たり実質支出額が物価により振れる範囲も，

人口比で加重平均し図 12（2）のシャドーで示した．

上振れ値（シャドー上限）をみると，実質家計支出の

落込みテンポはより緩やかなものの，1943-44年で

の既存統計の推移（白丸）より低かった．戦中の家計

消費は，上振れを勘案しても，既存統計が示すより
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図 11．都市・農家の 1人当たり家計支出額の比較

備考） 実質値は，1940年を基準年として名目値と実質値を一致させている．実質値の 1943-45年のシャ

ドーは，都市家計の実質支出額の上振れ・下振れ値（物価下振れ・上振れ想定に伴うもの）．実質値の

1945-48年のシャドーは，農家家計の実質支出額の上振れ・下振れ値（現物市価評価の低め・高め想定に伴

うもの）．1943-48年の細破線は，農家家計の実質支出額の追加上振れ・下振れ値（デフレータが年 1割下

振れ・上振れした追加想定に伴うもの）．いずれも図 6，図 10と同じ想定．代替想定のシャドーは省略した．



大きく落込んでいた可能性が高い51）．

加えて，代替想定下での 1人当たり支出額試算値

も確認した（図 12（3）（4））．1940-42年の名目値は当

初想定・代替想定で同じである（図 12（3））．他方，

図 12（4）が示す実質値は，小売森田物価からデフレ

ータを高めに想定した 1941-42年は当初想定より大

幅減少，1943-44年も減少し，1945年は前年並みで

推移した．代替想定の最低値は 1944 年の 140 円

（1940年比 52％水準），1945年はほぼ同値の 141円

で，いずれも当初想定の最低値（127円，同 47％水

準）より高い．また，代替試算値を 1942年対比でみ

ると，1944年値は 1942年比 67％・1945年値は同

68％となり，当初想定に比べて悪化幅は小さくな

るものの，引続き既存統計（1942年比 78％）を下回

った．当初想定・代替想定のいずれでも，1945 年

値が 1940年比約 5割に落ち込んだこと，1944年値

が既存統計を下回った点は同じだった．また，当初

想定での 1945年値の悪化が資料の不備によるもの

で，現実の 1944-46年の推移は代替試算値のように

より穏当だった場合でも，代替試算値は既存統計よ

り大きな悪化幅を示している．

今回試算で 1945 年の 1 人当たり家計支出額が

1940年比約 5割となったことは，当時の資料や先

行研究と矛盾しない．例えば，1941年 9月下旬，

有澤広巳ら主要経済学者は，陸軍へ提出した委託調

査報告書で，対米開戦後に日本の国民消費が約

50％切下げられるとの想定を述べていた52）．当時

の有識者による国民消費切下げ 5割との想定は，予

測と異なるものの，今回試算の減少率と同程度だっ

た53）．また，今回試算値の 1940-45年での実質支出

減少が主に 1944年以前に生じていたことは，海上

封鎖が経済活動に及ぼした影響を空襲と同程度に重

視する USSBS（1946）や Cohen（1949）などの先行研

究と，整合的である．また，わが国の消費減少がド

イツの減少（1944 年の実質個人消費は 1940 年比

79％）を上回った背景に，日本人の極めて忍耐強い

性格（中村（1977），p. 157），消費削減に抵抗する国

民組織の欠如（山崎（1979），p. 65）があったことが，

先行研究で指摘されている54）．

6. 3 超長期の§及値による戦時消費支出の評価

最後に，今回試算した実質値を，直近時点から超

長期でx及した既存統計の 1人当たり実質家計消費

支出額と比較する．

既存統計については，直近系列・過去系列の重な

る期間の平均の比を用い，過去系列を直近系列に接

続していく（図 13）．2015年価格基準の直近系列か

ら明治初期までxる篠原（1967）の系列までの 5つの
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図 12．今回試算値と既存統計の比較

備考） 既存統計は，経済企画庁（1964），経済審議庁（1954）掲載の個人消費支出額を，改訂後の総人口で

1人当たり換算した値．シャドーは都市・農家家計の振れ上限・下限値（図 11（2））を人口比で加重平均．

実質値は 1940年で名目値と一致させている．当初想定・代替想定は 3. 5節を参照．



既存統計を接続すると，1人当たり実質家計消費額

は 1874年（明治 7年）までx及可能である．ただし，

1930 年代は，より直近につながる系列（経済企画

庁）と過去にxる系列（『長期経済統計』第 1巻）との

推移が異なり，接続方法でx及値の水準も多少異な

る．そこで，重なる期間を長め（1930-39年）にとっ

て接続したx及値を標準としつつ，より低めのx及

値（1935-39年での接続）も参考として示す．

今回試算した実質値についても，現在からxり評

価するため，基準をより直近時点にあわせる．幸い，

今回試算した名目値は 1950年で既存統計とほぼ重

なるので，今回試算の実質値（図 12（2））と 2015 年

価格でx及した既存統計の実質値とが比較できるよ

う，1950年でリンクする．

図 13のうち，1940年代と 1870-90年代を拡大し，

1人当たり実質家計消費額の既存統計を今回試算値

と比較しやすいよう調整した図 14をみる．当初試

算値を図 14（1）でみると，1945 年の家計消費額

（12.7万円，黒破線）は，1875（明治 8）年の標準x及

値（白丸）を下回る．家計支出は太平洋戦争（1941年

12 月-1945 年 8 月）の約 4 年間で明治初期である

1875年の水準まで低下する．なお，既存統計の低

めx及値（黒三角）と今回の当初試算値（白四角）を比

べると，1945年の当初試算値は，1879（明治 12）年

で，低めx及値を下回る．

次に，試算の頑健性を考えるため，図 14（2）で，

代替想定の試算値を，既存統計のx及値と比べる．

代替試算値（白四角）は，1945年でもほぼ同値なが

ら，1944 年で最低値（14.0 万円，黒破線）をとる．

この最低値は，1880年で標準x及値（白丸）を下回

3091940年代の家計消費の補間

図 14．戦時期と明治期の 1人当たり実質家計支出額

備考） 当初想定，代替想定は 3. 5節を参照．

備考） 実質家計支出額（2015年連鎖価格基準，1990年基準，1934-36年基準，『長期経済統計』1・6巻）

を，系列が重なる年（1994-98，1955-59，1930-39，1885-89年）で接続しx及．

資料） 総務省統計局『人口推計』・『国勢調査』，内閣府『国民経済計算』，経済企画庁（1964），大川ほか

（1974），篠原（1967）．

図 13．超長期でみた 1人当たり実質家計支出額の推移



り，低めx及値（黒三角）と比べても 1880年でほぼ

同水準となる（1887 年で下回る）．これらは，太平

洋戦争期の家計支出は 1875-80年並みの水準に低下

した可能性が高いことを示す．なお，上下の振れ幅

まで考えると，太平洋戦争期の最低値は明治期前半

（1874-91年）の水準に相当するものの，想定の裏付

け資料がより少ない点には留意が必要である55）．

以上をまとめると，わが国の 1人当たり実質家計

消費は，1945 年には，明治前期である 1875-80 年

並みの水準に下落した可能性が高いと考えられる．

今回の試算は，1875-80年頃から 1940年頃までの

実質家計消費の増加が，4年間の太平洋戦争で水泡

に帰したことを示している．

7．結びにかえて

本稿は，1940年代のわが国の家計支出を，太平

洋戦争期の歴史資料を用い補間・整理した．まず，

名目支出額を都市家計・農家家計別に補間・整理し

たうえで，当時の闇価格・闇取引ウエイト・公定価

格を勘案した実効物価を用いて実質値を試算した．

都市家計の 1945年の実質値は，太平洋戦争期の資

料を重視する当初想定では 1940年比 3割（1942年

比でも 3割強）の水準，供給統計を重視する代替想

定では 1940年比 4割（1942年比 6割）の水準に悪化

した．農家家計の実質値は，現物支出により都市家

計に比べ落ち込みは小幅であったものの，1943-46

年の実質値は 1940年比 6-7割の水準で停滞した．

次に，都市家計・農家家計の 1人当たり支出額を

人口比で加重平均し，既存統計の 1人当たり家計消

費支出と比べた．名目値では，当初想定の試算値は

既存統計と 1940年・1950年頃で概ね重なった．他

方，実質値では，試算値は 1940-45年にかけて既存

統計と異なる推移をVった．当初想定・代替想定と

も，試算値は 1944年までに 5割強の水準に低下し，

1944年の水準は既存統計を下回った．また，既存

統計が無い 1945年では，当初想定の試算値は 1940

年比 5割弱，代替想定の試算値も 1940年比 5割強

に低下した．1945 年の試算値を 1874-2016 年の 1

人当たり実質消費と比べると，明治前期である

1875-80年並みの水準となった．

家計消費支出の既存統計では，1940-44年につい

て，公定価格ベースの生産統計から輸出入・軍需等

を考慮した民間支出額を推計したうえで実効価格を

間接的に勘案する方法で算出している．本稿の試算

が先行研究と異なる特徴は，太平洋戦争期の家計支

出額の試算に 1942年『家計調査』を初めて活用し

たこと，また利用が限られていた USSBS報告書や

森田物価指数など太平洋戦争期の資料を多く用いた

ことである．

本研究の試算は，戦争の影響が強く残る中で作ら

れた統計に基づくため原資料の不備が 1945-46年の

不連続性に影響している可能性が高い点には，留意

が必要である．それでも，本稿の試算からは，太平

洋戦争期の家計消費が既存統計より悪化していたこ

とが伺われる．試算には仮定に基づく箇所があるほ

か，資料の追加発見などによる改善余地もある．他

方，本稿は歴史資料をより活用することで，1940

年代における家計支出額の低下を一層明確かつ定量

的に示したと考えられる．こうした歴史分野の基礎

資料を発掘し活用する研究は，現代経済の研究にも

資するものと考えられる．

補論：試算に用いた計数および前提の詳細

補論では，都市家計の費目別の総購入量・闇ウエ

イトの詳細を説明する．図 2で示した 1942-45年の

費目別総購入量・闇ウエイトは，以下のように，主

に USSBS（1947a）から算出・試算した．太平洋戦争

期に利用できる資料は限られているため，利用可能

量・供給量・配給量などの計数も，原典において総

消費量の近似として用いられている場合には，本稿

の総購入量の試算に用いた．資料が無い場合は仮定

した．

主食・副食：総購入量は，USSBS（1947a），Ta-

ble 32, 37, 39（原典は農林省），大原社会問題研究所

（1964），pp. 145-146より 1日の利用可能量（果物な

ど一部は配給量）のデータ（例えば主食で 1942 年

444グラム，1945年 385グラム）を指数化した．

闇ウエイトは，USSBS（1947a），Table 48（1944

年 3 月主食 4％・副食 32.5％），Cohen（1949），p.

385の値（1944年 9-10月主食 9％・副食 38％）に基

づき（原典はいずれも労働科学研究所），1944年値

（主食 6.7％・副食 35.5％）を計算した．1942 年（両

方 0％）は文献より仮定した．1943年は線形補間し

た．1945年は配給量減少（前年比 12％減）から試算

した．

光熱：総購入量は，USSBS（1947a），Table 67，

Cohen（1949），pp. 410-412 から木炭・練炭・石炭

の民間向け供給量（kg）を合算のうえ指数化した．

闇ウエイトは，Cohen（1949），p. 410 の「都市居

住者は薪や木炭を手に入れるために買出しが必要」
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旨の記述に基づき，主食と副食の平均と仮定した．

被服：総購入量は，1942-44年は大石編（1994），

pp. 220-223（原典は商工省）より一般国民への配給

量（ポンド）を指数化した．1945 年は，Cohen

（1949），p. 405（原典は商工省）の「1944年の 1人当

たり織物消費は 3平方ヤード，1945年 0.4平方ヤー

ド」旨から 1944年の約 13％（1×0.43=0.133）と試

算した．

闇ウエイトは，1942-44 年は配給切符点数（1942

年：500 点→1944：220）の不足から試算した（例え

ば 1944 年は 1−(220500)=0.56)．1945 年の闇ウ

エイトは配給量減少（前年比 13％）から 0.94 (=1−

0.44×0.13) と試算した．

住居：総購入量は，USSBS（1947a），Table 64の

住宅戸数ストック（原典は厚生省および大蔵省）を指

数化した．

闇ウエイトは，戸数減少分が闇賃貸等で供給され

ると仮定し，例えば 1944 年戸数は 1942 年比 0.98

なので闇ウエイトは 2％と仮定した（1945年はスト

ック不足 25％に大都市人口の残存率［約 6割］を乗

じ 0.14と仮定した）．

雑費：購入量は，内訳が戦前・戦後で共通する

「保健衛生」と「保健衛生以外」で分けた．「保健衛

生」は，1944 年までは USSBS（1947a），Table 69

を利用し，1945年は USSBS（1947b），p. 228の医薬

品生産量の変化から試算した（原典はいずれも製薬

統制会）．「保健衛生以外」は，戦況悪化前の 1942-

43年は保健衛生と同じ・悪化後の 1944-45年は保

健衛生比半減（医薬品より不要不急のため）と仮定し

た．

闇ウエイトは，「保健衛生」・「保健衛生以外」と

も，1943-44年は光熱と同じ，1945年は統制無力化

のもと生産量の減少率に見合い上昇したと仮定した．

なお闇ウエイトの 1946年値は，主食は実測値，

主食以外は主食の変化率で 1945年値を伸ばした値．

図 5における調整に用いている．

（投稿受付 2019年 1月 24日・最終決定 2019年
10月 9日，日本銀行金融研究所）

注

本稿の作成に当たっては，一橋大学・齊藤誠教授，

大妻女子大学・山崎志郎教授，一橋大学経済研究所の

研究会（2018年 1月 26日）の参加者，日本銀行スタッ

フから，有益なコメントを頂いた．また，本稿の改訂

に当たって，2人の匿名査読者および阿部修人編集長

からたいへん有益なコメントを頂いた．併せて，小倉

義明氏からスタイル面で適切な助言を頂いた．ここに

記して深く感謝したい．ただし，本稿に示されている

意見は，筆者個人に属し，日本銀行の公式見解を示す

ものではない．また，ありうべき誤りはすべて筆者個

人に属する．

1） 内閣府ホームページの「統計情報」，「国民経済

計算年次推計」，「歴史的資料」を参照（https://www.

esri. cao. go. jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/re

kishi/sna_top.html，2018年 12月 18日）．

2） 当時は個人消費支出．厳密には，1930-40年度

は，「家計調査」「農家経済調査」から，都市・農家・

町村在住非農家の人口比率で名目額を推計．1941-44

年度は，1940年度の推計値を，1941-44年度の大蔵省

推計（公定価格ベース）で延長推計．そのうえで，闇取

引を間接的に勘案した調整額を加算している（調整額

=（延長推計額−自家消費推計額）×｛森田物価×都市

消費額+農村物価×農家消費額｝÷内閣生計費指数）．

詳細は経済審議庁（1954），pp. 347-349参照．

3） 例えば，深尾・攝津（2018）は，経済審議庁

（1954）と経済企画庁『国民所得白書』（1962年版）に基

づき，名目国内総支出と 1940-44年の個人消費の構成

比を示している．

4） 各品目の供給量として，農林省・商工省等の原

統計を長期時系列に整理した国民経済研究協会（1954），

総務庁統計局（1987，1988），東洋経済新報社（1980）が

用いられている．

5） 日本統計研究所（1960），島村（2008）は，軍や政

府が集めた計数の多くが防諜のため共有されなかった

としている．

6） Jerome Cohenは，「当時期待しうる最も優秀な

人材からなる」とされ，わが国の戦後税制を確立した

シャウプ使節団の構成員でもあった（石（2008），p. 17）．

他方，わが国の経済学者（例えば安藤良雄氏）も，

USSBS（1946）や Cohen（1949）の論旨に大きな影響を与

えた（安藤（1987），pp. 377-380・472）．

7） 大石編（1994）のうち，西田（1994）は警察・検察

資料に基づき国民生活の悪化を分析している．高村

（1994）は繊維産業統制の国民生活への影響を分析して

いる．原（1994）は，総動員体制の展開を示しつつ，統

制下の民需抑制も併せて示す．伊藤（1994）は財政・金

融面の統制が，太平洋戦争末期には戦局悪化で弛緩し，

敗戦後再強化されたことを指摘している．

8） 近年では加瀬編（2015）が戦前家計調査の個別費

目を分析している．

9） 1942年分は，年度初（1941年 10月分）の一部の

み 1944年 3月に公表された（総理府統計局（1984），横

組み pp. 52-57）．

10） 主な違いは，①対象階層と標本抽出方法のほ

か，②戦前の住居費の高さ．他に，③雑費の内訳が一

部異なる．総理府統計局（1956），永山（1964）参照．

11） 1981 年以降，雑費の支出比の高さ（5 割超）等

を背景に，費目区分が 5から 10に見直され，住居費

が家賃修繕と家具家事用品に，雑費が保健医療，交通

通信，教育，教養娯楽，その他に分割された（中村ほ

か（1996））．他方，10区分によるx及は 1946年までな

されていない．

12） 公文書館所蔵の原集計表の存在は，総理府統
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計局（1984），横組み p. 56，大原社会問題研究所（1964），

p. 131，日本統計研究所（1960），p. 280などで公知であ

るものの利用が困難だった．後年，『日本金融史資料

昭和編 第 30 巻』（日本銀行（1971），pp. 396-405）は日

本銀行アーカイブ（1944）の本文を翻刻したほか，総理

府統計局（1977）は 1942年調査の主な統計表を公表し

た．しかし，1942年家計調査は先行研究で殆ど利用さ

れなかった．

13） Huff and Majima（2018），pp. 58-59によれば，

統計学と生活水準計測を専門とする経済学者（山田勇

氏，のち日本統計学会会長）が，1942年家計調査の実

務を担っていた．齋藤（2015）は，1941年までの家計調

査の任意選定の過程や標本の一部を検討し，低所得層

の実態把握には成功したと評価している．現代の統計

でも，特定の課題について早く把握したい場合は公的

統計でも有意抽出が用いられる（福井（2013），p. 3）．

14） 1941年分までの調査は，耕作面積 2町超の農

家を標本に含まない．また，1942-48年分の調査は，

戦時の負担増で調査に協力できる小規模先が減った中

で行われたため，調査標本は耕地面積 2町超に偏って

いる（日本銀行（1966））．こうした中，1940年代の農家

戸数を規模別にみると，耕作面積 1町（約 1万m）未

満の小規模先が戦前から戦後で 6-7割を占める一方で，

同 1-2町の中規模先，2町超の大規模先も存在してお

り，ばらつきが大きい（農林省（1951b））．

15） 一橋大学経済研究所は，個票に基づく「農家

経済調査データベース」を構築し，佐藤編（2009）ほか

多数の成果を公表している．他方，本稿は家計支出の

集計値の分析にとどまる．

16） 総理府統計局（1956，1964，1949）．ある品目

の実効価格は，総支出金額÷総購入量（=公定価格×

（配給購入量÷全購入量）+闇価格×（闇購入量÷全購

入量））で得られる．闇取引減少後，1951 年分以降の

CPIは小売物価統計調査による小売価格に基づくよう

になった（中村ほか（1996），総務庁統計局（1996））．

17） 品目別指数の加重平均ウエイトは都市家計調

査の 1932・1934・1936年支出額から算出．

18） 終戦後は，各品目で価格統制の漸次撤廃に応

じ，市場価格が採用された（日本銀行（1968））．

19） USSBS（1946）の Table C-168 を参照．同表の

出所は「Bank of Japan」となっているものの，日本銀

行が戦中の闇価格を調査した証跡は見当たらなかった．

この間，同表の 1943年 12月の計数は，社団法人中央

物価統制協力会議の「生活必需物資の闇相場等につい

て」（昭和 18年 12月）の計数（中村・溝口編（1994），p.

82）と一致する．

20） 日本銀行は 1945年 9月から 1951年 12月まで

闇および自由物価指数を作成した（内訳は食料，繊維，

燃料など 50品目）．

21） 総理府統計局（1956）を用い戦前・戦後で CPI

を比較可能な 188品目のうち，戦中の公価・闇価格と

重なるのは品目数で 37，CPIウエイトでは戦前で 1万

分の 5100・戦後で同 3884だった．重なる品目の内訳

は，主食 3（精米・小麦粉・馬鈴Ú），副食 12（牛肉・

豚肉・鶏卵・鰹節・食塩・醬油・みそ・砂糖・食用

油・りんご・清酒・ビール），被服 4（絹銘仙・タオ

ル・婦人足袋・革靴男），光熱 2（木炭・薪），住居 4

（［くぎ・板材・角材・家賃］），雑費 12のうち保健等 4

（石鹼・なべ・マッチ・洋傘），交通通信 6（［都電・国

電・汽車・定期・バス・郵便料金］），教養娯楽 2（［新

聞代・ラジオ聴取料］）．なお，37品目のうち住居・雑

費の 12品目（［ ］内）は，料金等を間接的に勘案したり，

農村闇価格から用いたりした．品目が少ない費目は一

部組み換えた．

22） 他に，卸売取引が手形決済に基づくと想定し

た森田物価（卸売取引）もある．

23） 具体的な算出方法（P=M×V÷O，M：銀行券

流通高指数，V：銀行現金収納高の流通総額に対する

比率の指数，O：商品取引量指数=商品取引額÷同評

価価格指数（取引額と評価価格は農工業生産や貿易統

計から算出））は，森田（1963），pp. 93-98 に解説され

ている．同じ内容は，日本銀行アーカイブ資料（1945）

でも確認できる．

24） 農村物価は「大多数が取引した実際価格」と

説明される．しかし，農村物価は「農業生産物では農

家庭先価格，家計用品は小売価格を，業界団体や信頼

のおける業者から聴取」により調査された（農林省

（1950a），pp. 7-9）．農村物価（オンライン図 2）は，推

移からも，実効価格ではない．

25） 農林省（1950b）を用い戦前・戦後で農家 CPIを

比較可能な 109品目のうち，戦中の公価・農村闇価格

と重なるのは品目数で 52，農家 CPIのウエイトでは

戦前で 1万分の 4871・戦後で同 5278だった．重なる

品目の内訳は，主食 5（粳米・糯米・大麦・稞麦・小

麦），副食 25（甘½・馬鈴Ú・大豆・小豆・胡瓜・茄

子・白菜・葱・キャベツ・大根・牛蒡・里芋・鶏卵・

È・食塩・砂糖・醬油・菜種油・出汁雑魚・清酒・

［南瓜・牛乳・梨・蜜柑・肉］），被服 6（晒し木綿・タ

オル・縫糸・打綿・下駄・［地下足袋］），住居 6（リヤ

カー・セメント・瓦・釘・針金・トタン），光熱 4（木

炭・薪・燐寸・ローソク），雑費 6（釜・鍋・茶碗・雨

傘・畳表・［縄］）．なお 7品目（［ ］内）は農業生産物・

農業用品の価格を標本に用いた．

26） 疎開による人口移動の殆どは個人や世帯が縁

故地を頼る縁故疎開であり，国勢調査に含まれる（谷

（2012）によれば東京都区部で縁故疎開は約 400万人，

学童疎開は約 14万人）．

27） 日本の対米貿易は，1941年 7月（米国の対日資

産凍結）まで軍事関連品を除き維持された．当時，米

国は中立法により交戦国との通商を禁じたなか，日中

戦争では，対米貿易維持のため日中両国の宣戦布告は

行われず，国際的には「日華事変」と称されていたこ

とも背景にあった．

28） 1945年 9・11月，政府は生産・出荷増を生産

者に促すため生鮮食品等の統制撤廃を試みた．しかし，

生産・出荷は増えず，占領軍は政府に再統制を指示し

た（大蔵省（1980），pp. 213-229）．

29） 日本銀行（1945）は，生産について「年初来…

逐次低下」し「戦争終結と同時に，軍需生産停止」し

た後，8-11月は「中小業者の生産」は増加したものの，

「…補償問題の不明確，原料，輸送力のî迫及び労働

者の勤労意欲低下等の諸事情により…一般に沈滞」と

評価していた．

30） 西田（1994）は国民生活，安藤（1987）や伊藤
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（1994）は経済統制，森田（1963）は物価情勢の観点から，

ほぼ年ごとに時期を区分する．他方，月次支出額は資

料制約から把握困難である．

31） 都市は，婦人団体等を通じ東京付近で調査し

た闇価格の算術平均（森田（1963），p. 101，中村・溝口

編（1994），pp. 86-99）．農家は，全国 9 県・45 町村に

ある農業会が地区内の農家・一般商人から出来る限り

聴取した価格の算術平均（全国農業会（1948），pp. 1-2）．

32） 鎮目（2018）は，戦時下のコメ・鶏卵など 5 品

目の闇価格取引データに対しヘドニック法を適用し，

中間業者の有無など販売形態等によるバイアスを調整

した闇価格推計を試みている．

33） 総理府統計局（1956）．ただし，配給量と非配

給量が開示されているのは主食の一部程度で，CPI算

出に用いた費目別の公定価格・闇価格での取引額・取

引量は示されていない．

34） 西田（1994），p. 383 は，1942 年には「食料品

関係違反の普遍化」が生じたと司法省資料も用いつつ

論じている．しかし，司法省（1947），pp. 19-21 は，

1942年度の闇取引につき，「各種物資のî迫化」の中

でも，「…取締と政府の応急策…食糧営団の設立等に

より憂慮すべき状態は一応之を脱しえた」，「生蔬菜，

青果物関係に於いては…所謂「小闇」の続出をみたも

のの，一般的には需給状態は甚しく不円滑とは云え」

なかったともしている．

35） 例えば，1938-40年の金属・繊維・マッチ・燃

料の闇取引（中村（1974），pp. 66-71），1941 年までの

軍関係調達（三輪（2007），p. 43，司法省（1947），p. 90，

西田（1994），p. 384），1941年の富裕層や高級料理店へ

の魚の闇売り（大原社会問題研究所（1964），p. 143），

1942年の上流階層の婦人らによる高級品購入（中村・

原編（1970），p. 776）など．

36） 生産者の闇取引は，家計と異なる．戦中・戦

前に実測した生産者闇価格の統計や闇取引比率の資料

は無かった．

37） 食糧事情を示す統計に 1人あたりカロリー摂

取量がある．他方，戦前・戦中・戦後で利用できる収

穫量からの推計値（経済安定本部（1947，1952），1945

年 1793kcal，1946年 1448kcal）は，厚生省『国民栄養

調査』（数千世帯のサーベイ調査，1946 年開始，1946

年 1903kcal）に比べ精度が低く不連続だったため，主

食・副食購入量の近似に用いなかった．

38）（2）式右辺第 2項は，月収 120-140円層におけ

る，t年消費性向の 1942年消費性向に対する比率（t年

の収入対比の支出額を 1942年と比べたときの多寡）を

表す．

39） 統計局調査の 1946年値は 8-12月分しかない

ため，1-3月分を厚生省・4-7月分を労働省が行った

支出額調査（いずれも労働者家計・千数百先対象）に基

づきリンク・x及のうえ 1-12月平均で算出した．厚

生省調査（1-8月分・総額のみ）は物価庁（1946），p. 46，

労働省調査（4-12 月分）は総理府統計局（1950），pp.

774-775所収．

40） CPIの 1946年値も，8-12月分しかないため，

1-7月分を別の費目別物価（被服・光熱・住居・雑費は

内閣生計費，主食・副食は小売物価・同闇価格の戦後

CPIウエイトでの加重平均値）に基づきリンク・x及

のうえ，1-12月平均で算出した．1-7月値は，総理府

統計局（1950），大蔵省・日本銀行（1948），日本銀行

（1968）に基づく．なお，1946-47年の内閣生計費指数

は，実効物価である CPIには劣り，主食・副食の内訳

もないものの，公価でなく実売買価格の調査を指示さ

れている（総理府統計局（1984），p. 512）ので，補完的

に用いた．

41） 住居費支出額は，1942年までは持ち家世帯を

含まず 1946年以降は含むため，戦後は戦前より小さ

い．しかし，当時の家計の実態を反映しているため，

調整はしなかった．

42） 国立公文書館（1944a，1944b），総理府統計局

（1956）から当方計算．1947-49年は支出階層データし

かなく，1942年の収入階層データと異なるものの，分

布の形状は比較できる．

43） 本文の 10％の振れ幅想定にあたっては，森田

（1989）が Fisher（1922）に基づき幾何平均の理想算式に

対する計測誤差は 8％と紹介していること，溝口・野

島（1993）が 1945年の農業生産推計にあたり 10％の誤

差を想定していることを勘案した．

44） 例えば，1942年分は 587標本のうち 58標本し

かない 1町未満の農家が，母集団では 6割強を占める

ことを考え再計算した．図 8の備考を参照．

45）『農 家 経 済 調 査』（1945-47 年 分，農 林 省

（1950c））の解説に沿った．なお，物々交換（家計用品

の購入のために支払った現物・例えば農家がコメで衣

類を購入した事例）は，『農家経済調査』1945・1946年

分では市価で現金支出と合算計上されている．1947年

以降の物々交換は区分計上されているものの，本稿で

は 1947年以降も現金支出に合算した．

46） 赤木（2011），p. 595，全国農業会（1948）などを

参照しつつ，当方が想定した．

47） 贈与が 20％超に高まることは当時の物不足か

ら，贈与が 12％未満となると公価計上増加で 1945年

の実質現物支出額が著増することから，いずれも想定

し難いと考えた．

48） 闇取引が一般化した時期には，農家による家

計用品の現金購入は殆どは闇取引経由と考えられるた

め，農家の現金支出デフレータとして闇価格の調整値

を用いた．

49） 代替想定では，1941-42年の農村物価の上振れ

は変化率で都市の半分と仮定する．このとき 1941-42

年の実質支出額は約 1割低下する（図 10，小白三角）．

仮定の間接的な根拠は全国農業会（1948）程度と少ない

ものの，他の同時代資料や計数とも整合的である．

50） 農村物価・同闇価格にも，都市と同様に精度

による誤差が生じうると考え，1943-48年について一

律上下 1割の幅を想定した．他方，名目現金支出額・

現物支出額の推移をみる限り，農家では誤差累積の可

能性は小さいと判断した．

51） 下限については，より低い想定も考えうる．

例えば，疎開者の生活立上げコストに鑑みれば，町村

非農家分の家計支出について，都市家計と農家家計の

低い方を採用しうる．しかし，既存統計との比較が複

雑になるため用いなかった．加えて，品質の劣化を勘

案した場合には，実質支出額の下限はより低くなるも

のの，十分な資料がないため勘案しなかった．
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52） いわゆる「秋丸機関報告書」（脇村（1998），牧

野（2018）参照）．有澤（1957），復刻版 p. 164 は，日本

が約 5割国民消費を切下げても，米国は約 2割の消費

抑制で日本の 7.5倍の戦費を支障なく賄えるとしてい

た．米国においても，経済統制下の自主的な消費抑制

（patriotic compliance）があった（Rockoff（1984），p. 8）．

53） 他に，1940年 8月の企画院（「応急物動試案」）

も，家計消費とは異なるものの，「陸海軍需向け以外」

と定義する民需向けの供給は殆どの重要物資で 5割以

下になると想定していた．中村・原編（1970），pp.lxx-

lxxii・535-595，山崎（2012），pp. 289-291参照．実際，

太平洋戦争期には，民需産業は軍需生産のため設備廃

棄が求められた（山崎（2016），pp. 918-920）．

54） 第 2次大戦期の経済を国際比較した研究をみ

ると，山崎（1979）は，ドイツの消費が維持された背景

として，ナチス政権が権力基盤に置いた国民組織の消

費削減への抵抗を挙げている．また，原（1995）は，工

業生産力を短期間で動員した米国，生産力と技術力が

高かったドイツと異なり，日本は生産力の不足に加え

外貨・海上輸送力も不足したとしている．

55） 実質支出の上振れを最大限考えると，太平洋

戦争期の最低値（1944-45年）は 1889-91年並みとなる．

図 14（1）でシャドー上限の最低値（1945年値 15.2万円，

黒点線）を同図の低めx及値（黒三角）と比べると，

1889（明治 22）年の低めx及値を下回る．同様に図 14

（2）の上限の最低値（1944年値 16.1万円，同上）は 1891

年の低めx及値を下回る．他方，図 14（1）（2）のシャド

ー下限の最低値と低めx及値とを比べると，当初想

定・代替想定両方で 1874（明治 6）年以下の最低値とな

る．これらは，明治時代（1868-1912年）の前半に相当

する．
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